
 第 105 回 労働政策審議会障害者雇用分科会 議事次第 

 

１ 日時 
 

令和３年３月 12 日（金） 13:00～15:30 

 

２ 場所 
 

  オンラインによる開催（厚生労働省 職業安定局第１・２会議室） 

 

３ 議題 
 

（１）障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び障害者の雇用の促進等
に関する法律施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式の一
部を改正する件案要綱について（諮問） 

（２）精神障害者である短時間労働者の雇用の実態調査～雇用率算定方法の

特例が適用される労働者を中心として～（報告） 
（３）障害者雇用率制度・納付金制度等について 
（４）2020 年度の年度目標に係る中間評価について 
（５）その他 

 

４ 資料 
 
資料１ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び障害者の雇用の促

進等に関する法律施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める
様式の一部を改正する件案要綱 

資料２ 「精神障害者である短時間労働者の雇用に関する実態調査～雇用率
算定方法の特例が適用される労働者を中心として～」に係る中間報
告 

資料３ 障害者雇用率制度・納付金制度について 
資料４－１ 2020 年度障害者雇用分科会における年度目標の中間評価につ

いて（案） 
資料４－２ 2020 年度中間評価シート 
 
参考資料１   労働政策審議会障害者雇用分科会委員名簿 
参考資料２   障害者雇用状況報告書（様式） 
参考資料３－１ 今後の検討のスケジュールについて（案） 

参考資料３－２ 今後の検討に向けた論点整理 

参考資料４－１ これまでの議論等の整理（案）（第１ＷＧ） 

参考資料４－２ これまでの議論等の整理（案）（第２ＷＧ） 

参考資料４－３ 論点を踏まえた議論等の整理（案）（第３ＷＧ） 
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「精神障害者である短時間労働者の雇用に関する実態調査
～雇用率算定方法の特例が適用される労働者を中心として～」

に係る報告

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
障害職業総合センター
○小池磨美・渋谷友紀・ ・田中歩
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資料２



１ 調査研究の目的と研究計画
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（１）背景

障害者雇用率の算定に係る特例措置：
精神障害者である短時間労働者の雇用率算定方法

対象者1人につき、0.5ﾎﾟｲﾝﾄ→１ﾎﾟｲﾝﾄ

①精神障害者である短時間労働者（※）であること
②(ｱ)(ｲ)のいずれかに該当すること
（ア）雇入れから３年以内であること
（イ）既に在職している場合には、精神障害者保健福祉手帳取得から３年以内であること

③ 2023年3月31日までに雇い入れられ、精神障害者保健福祉手帳を取得していること
※１週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の労働者

• 精神障害者の職場定着率は、他の障害種別の者に比べ低いとされる。
• 精神障害者が20時間以上30時間未満の短時間で雇用された場合、他の労働
時間区分で雇用された場合に比べ、定着率が高くなる傾向がある。 注）

• 2018年4月から障害者の雇用率算定に係る特例措置が施行された。

3注）(独）高齢・障害・求職者雇用支援機構 調査報告書No.137「障害者の就業状況等に関する調査研究」（2017）

（２）目的

精神障害者である短時間労働者の雇用状況や職場定着の状況、労働条件
の変動状況等を把握することにより、2023年4月以降の雇用率算定方法の取
扱いに関する企画立案に資すること



（３）研究期間

2019年度～2021年度

（４）調査・分析の構成

なお、今回の報告においては、①障害者雇用状況調査の二次分析及び
②アンケート調査の集計・分析をもとに中間報告を行う。
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① 障害者雇用状況調査（2017年～2020年）の二次分析

② アンケート調査 （2019年度及び2021年度に実施）
（ア）特例措置対象者を雇用する事業所

（イ）その事業所に雇用されている特例措置適用対象者

③ ②で回答のあった事業所、当事者へのインタビュー調査

（2019年度及び2020年度に実施）

④ ②で回答のあった当事者を対象とするパネル調査

（2020年度に２回実施）



2 障害者雇用状況調査の二次分析
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（１）精神障害のある労働者を雇用する企業 企業規模（常用労働者総数）別

6

18,004

21,146

24,003

26,142

👉 300人未満規模の企業数：300人以上規模の企業数＝6：4（2017～2020年）

（同期間中、障害のある労働者を雇用する企業全体では、300人未満規模の

企業が約8割を占める）

🖍 精神障害のある労働者を雇用する企業＝障害のある労働者を雇用する全企業の

約3割を占める。(2017～2020年)



7図に産業名が掲載されていないもの＝学術3.0%, 建設2.7%, 生活関連サービス2.6%, 金融保険1.9%, 教育、不動産、その他各1.7%

（２）精神障害のある労働者を雇用する企業 産業別の割合（2020年, N=26,142）

👉 製造業（6,316件）、医療・福祉（5,588件）、卸売・小売業（3,887件）が6割を占める

🖍2017～2020年にかけて、各産業の占める割合に大きな変化はなし

🖍 この傾向は障害のある労働者を雇用する全企業と同様（2017～2020年）



4,453

5,215

5,371

（３）特例措置対象者を雇用する企業 企業規模（常用労働者総数）別

👉 当該企業は、精神障害のある労働者を雇用する企業全体の約2割を占める

🖍 特例措置対象者を雇用していない企業と比較すると、特例措置対象者を雇用する企業

には、1,000人以上規模の企業の割合が高いという特徴がある（2018～2020年）

（特例措置対象者を雇用していない企業の場合、1,000人以上規模の企業は11～13%）
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9図に産業名が掲載されていないもの＝情報通信3.1%, 学術2.5%, 教育2.2%, 不動産1.6%, 建設1.4%, 金融保険1.3%, その他 1.2%

（４）特例措置対象者を雇用する企業 産業別の割合（2020年, N=5,371）

👉特例措置適用者を雇用する企業＝
①医療・福祉（1,587件）②卸売・小売業（1,011件）③製造業（707件）
（2018-2020年にかけて各産業が占める割合に大きな変化はなし）

精神障害のある労働者を雇用する企業全体＝①製造業、②医療・福祉、③卸売・小売業

🖍 短時間労働者を雇用する企業の約半数は医療・福祉である一方、製造業はフルタイム労働者

のみを雇用する企業の割合が高いという背景から、上のような違いが生じると推測される



（５）特例措置対象者の雇用パターン（新規雇用／非新規雇用）：企業数による比較

（６）特例措置導入前における短時間労働者の雇用パターン（2017年、N=5,517）

📍精神障害のある短時間
労働者を雇用する全企業
が対象

📍新規雇用＝調査年の前年
6月2日から調査年の
6月1日までに新しく行った
雇入れ
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（７）産業、労働者数、特例措置が雇用率達成に与える影響

ロジスティック回帰分析によるオッズ（%）の差 （2018年）

👉分析対象＝2018年に精神障害のある労働者を雇用していた全事業主（N=21,146）
👉 雇用率が達成されるオッズ（確率）は医療・福祉の事業主が最も高く、2番目が特例措置
対象者を雇用する事業主

👉（労働者数、産業が同様である場合）特例措置対象者を雇用する事業主は、そうでない
事業主より雇用率を達成するオッズ（確率）が179%高い
この結果は、（労働者数、産業が同様である場合）特例措置対象者を雇用する事業主
はそうでない事業主より雇用率が達成しやすかったことを示している

図中、「×」のあるものは変数同士の交互作用（例：労働×医療＝労働者数1と医療・福祉の交互作用）。労働者数1と2は、
労働者数の非線形性を解消するために分数多項式によって変換した変数。



３ 精神障害者の雇用実態に関する
アンケート調査（事業所調査）
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（１） 方法

〇 事業所向け調査票の構成
I. 「事業所について」
II. 「精神障害者の雇用管理について」
III. 「特例措置について」
IV. 「在籍している精神障害者の個別状況」

〇 分析対象とする事業所

2018年「障害者雇用状況調査」において、「特例措置対象者を雇
用していると回答した事業主」（4453）に属する「特例措置対象
者が働く事業所」

分析対象とする事業所は、IないしIVの回答から特例措置
対象者の在籍が確認できた491の事業所とした。
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〇 データの留意点

① 特例措置対象者が在籍する事業所の総数は不明である。
② 回答の中には、事業所なのか事業主なのか判断がつかないもの
もあるが、本報告ではすべて事業所として扱う。

③ 集計及び分析方法は妥当性を随時検討するため、最終報告と異
なる場合がある。

本発表
で扱う

※一部の項目のみ



（2）分析対象事業所の属性

ア 従業員規模

n = 491

従業員の最も多いのが、100.0人～
299.5人の事業所で152（31.0％）、
次いで45.5人～99.5人の事業所で
101（20.6％）
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👉

事業形態について、一般の事業所、就労継続支援Ａ型事業所、特例子会社かを聞いた質問で、９割以上が一般の事業所であった。

イ 産業分類

「医療・福祉」に属する事業所が最も多く
（33.8％）、次いで「卸売・小売業」が多かった
（17.7％）
この２業種だけで全体の約半数（ 51.5％）を占
めた。

全体の約半数

👉

👉



（３）特例措置の活用状況①

「特例措置の活用状況」の項目

【項目１】制度を知っていて、障害者の雇入れや職場定着に当たって考慮した（認識－考慮）
【項目２】制度は知っていたが、障害者の雇入れや職場定着に当たっては考慮しなかった（認識－非考慮）
【項目３】制度はあまり知らなかったが、支援機関から情報提供を受けて活用に至った（非認識－考慮）
【項目４】制度はあまり知らなかったが、たまたま制度の要件を満たしていた（非認識－非考慮）
【項目５】その他

n = 491

項目１「認識－考慮」（31.2％）、項目２「認
識－非考慮」（29.3％）、項目４「非認識－非
考慮」（29.1％）がそれぞれ３割程度
項目３「非認識－考慮」（7.3％）
「認識」（60.5％）と「非認識」（36.4％）で
は「認識」の事業所が多く、「考慮」
（38.5％）と「非考慮」（58.4％）では「非考
慮」の事業所が多い。
項目５「その他」は、認識ないし活用の要件の
いずれかが不明の事業所

知っていた 知らなかった

考慮した
項目１

(認識－考慮)
項目３

(非認識－考慮)

考慮しな
かった

項目２
(認識－非考慮)

項目４
(非認識-非考慮)
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👉

👉

👉

📍各項目は「認識」と「考慮」
の組み合わせになっており、
組み合わせのパターンは左の
表に示した。



（３）特例措置の活用状況②

従業員規模別の活用状況

従業員規模が大きな事業所は、特例措置制度を認識したうえで、積極的に活用する傾向があ
る（ ）。

1000人以上の事業所は、８割弱（76.7％）が認識しており、６割（60.0％）が認識した
うえで活用していた。
45人以下の事業所も半数以上（57.5％）が認識していたが、認識したうえで活用に
至ったのは２割に満たなかった（17.8％）。

n = 73

n = 100

n = 144

n = 47

n = 49

n = 60

認識 非認識

考慮
非考慮

16
• 無効回答を除外し、有効標本数を「n = 」で示した。
• 産業分類別で見た場合は、目立った差は見いだせない。

👉

🖍

🖍



（４）特例措置のメリット・デメリット①

n = 491

分析は、無回答を除外したうえで、回答を積極的回答（よく当てはまる＋やや当てはま
る）・中立的回答（どちらとも言えない）・消極的回答（あまり当てはまらない＋全く
当てはまらない）の３つに分けて行った。

積極的回答が多い項目（A）は、「雇用率達成のしやすさ」「定着の見通しの立てやす
さ」「無理のない労働時間」であった。
回答が分かれる項目（B）と中立的・消極的回答が多くなる項目（C）がある。

積極的回答の
比率が50%以上

積極的回答・
中立的回答・
消極的回答の
あいだに有意
差がない

消極的・中立
的回答が多い

A

B

C

積極
（当てはま
る）

中立（どちらと
も言えない）

消極（当て
はまらない)

※無回答を除外した場合
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• 項目は前頁の「略式」で示し、積極的回答の比率が大きい順に並べた。

👉

🖍

🖍



（４）特例措置のメリット・デメリット②
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「特例措置のメリット・デメリット」の項目

• デメリット項目には末尾に（★）を付した。

項目 略式

短時間雇用でダブルカウントができ、雇用率が達成しやすくなった 雇用率達成のしやすさ

短時間雇用から始められ、対象となる精神障害者の定着に見通しが立てやすい 定着の見通しの立てやすさ

精神障害者である労働者が自分の状態に合った無理のない労働時間で働けるようになった 無理のない労働時間

精神障害者である短時間労働者の職場定着が進んだ 職場定着の促進

精神障害者である短時間労働者に対する障害特性に応じた配慮を行いやすくなった 特性に応じた配慮のしやすさ

精神障害者である短時間労働者に適した職務が少なく、活用に限界がある（★） 適した職務の少なさ(★)

精神障害者雇用において、短時間労働者についてもフルタイム雇用と同じ程度の負担感がある（★） フルタイムと同じ負担感(★)

特例措置は暫定的な措置であるため、自社の障害者雇用の長期的見通しが立てにくい（★） 障害者雇用の長期的見通しの立てにくさ(★)

病状や体調変化のため、短時間雇用であっても雇用の継続が難しい（★） 体調変化等での雇用継続困難(★)

精神障害者の職務の選定がしやすくなった 職務選定のしやすさ

精神障害者に限らず、障害者全体の雇用管理を行う社内体制が作りやすくなった 障害者一般の雇用体制の作りやすさ

精神障害者である短時間労働者の雇用について、いっしょに働く従業員の理解が得られやすくなった 同僚の理解の得られやすさ

精神障害者である短時間労働者本人の仕事への意欲が高くなった 本人の意欲の向上

特例措置の適用期間終了後、雇用率カウントが戻った際に、当該対象者の雇用を継続することの負担
感がある（★）

適用終了後の雇用継続の負担(★)

精神障害者である短時間労働者において、職務遂行能力と職務との間のミスマッチが減った 職務のミスマッチの減少



（５）分析対象事業所の今後の雇用方針

「今後の雇用方針」についての項目

【項目１】特例措置対象者でなくなっても、現在雇用している者の雇用は続ける（雇用継続）
【項目２】特例措置の対象であるか否かにかかわらず適性のある者は雇いたい（新規雇用）
【項目３】特例措置がなくなっても精神障害者については短時間労働者として雇う（短時間雇用）
【項目４】精神障害者であってもフルタイム勤務の者を雇いたい（フルタイム雇用）
【項目５】特例措置がなくなると精神障害者である短時間労働者を雇うのは難しい（短時間困難）

項目１「雇用継続」、項目２「新規雇
用」は、積極的な回答が約９割
項目５「短時間困難」は、困難を示す
回答は１割弱
労働時間については、項目３、項目
４ともに、「どちらとも言えない」の
中立的回答が大きくなる傾向（項目
３: 40.3％、項目４: 51.7％）

積極（当てはまる）

消極（当て
はまらない)

中立（どちらと
も言えない）

多くの事業所が、精神障害者の雇用
に積極的な姿勢を示している。
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👉

👉

👉

n = 491



（６）事業所調査のまとめ

雇入れ等にあたって、４割程度の事業所が「特例措置制
度を考慮した」と回答した。
特例措置制度活用のメリット・デメリットを聞いたとこ
ろ、「雇用率達成のしやすさ」「定着の見通しの立てや
すさ」「無理のない労働時間」でメリットを感じる事業
所が半数を超え、「雇用率達成のしやすさ」では７割を
超えた。
約９割の事業所が、今後の精神障害者の雇用について積
極的な姿勢を示した。

今後は、従業員規模や産業分類といった事業所の属性に
よる精神障害のある短時間労働者の雇用方略の違いや、
各事業所が実施している雇用管理や配慮事項などとの関
係を含め分析を深める必要がある。

20
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４ 精神障害者の雇用実態に関する
アンケート調査（本人調査）

21



〇 本人向け調査票の構成
Ⅰ．「基本情報」9項目
Ⅱ．「これまでの働き方」10項目
Ⅲ．「現在の働き方」17項目
Ⅳ．「働く上での配慮事項」7項目

Ⅴ．「働き方についての意見」3項目

（１）方法

〇 分析対象
2018年「障害者雇用状況調査」において、「特例措置対象者を雇用していると

回答した事業主」（4453）に勤務している特例措置の対象となっている精神障害者
所定労働時間、採用年月、手帳取得年月についての回答から、特例措置が適用さ

れていると判断できた354を対象とした。

22

〇データの留意点
① 調査の基準日に特例措置が適用となっている精神障害者数の総数が不明である。
② 集計及び分析の方法は、妥当性を随時検討するため、最終報告と異なる場合が

ある。

本発表で扱う
※一部の項目のみ



（2）分析対象者の基本的な属性 ①

年齢は、10代から60代まで広く
分布。40歳以上45歳未満と45歳

以上50歳未満が 各59人（16.7％）
と最も多い。

👉 主な障害の状況は、統合失調症が146
人（41.2％）、気分障害（うつ病・
そううつ病）が86人（24.3％）発達障
害が72人（20.3％）高次脳機能障害が
12人（3.4%）てんかんが8人（2.3％）

🖍 重複障害があると回答している実人数は
91人(25.7％)

23

👉

ア 年齢 イ 障害状況

n=354

ｎ=354



（２）分析対象者の基本的な属性 ②

👉 2級が202人（57.1%）で最も多く、
次いで3級138人（39.0%）、1級5人
（1.4%）

👉 手帳の取得年齢は多様な障害を反映し、
若年から壮年期まで広く分布。手帳の
等級は２級と３級で95%を超えている。

24

ウ 精神障害者保健福祉手帳の取得
年齢

👉 10代から50代まで広く分布

エ 精神障害者保健福祉手帳の等級

n=354

ｎ=325



👉 40代が最も多く、10代から60代ま
で広く分布

（２）分析対象者の基本的な属性 ③

カ 精神障害者保健福祉手帳の
取得時期と入社時期

👉入社年齢は、障害の多様さ、中途入職者の
多さを反映し、広い年代に分布

👉 入社前に手帳を所持している者は312人
（88.1％）。入社３年までの者という要件
をみたしている者が大半

🖍 入社前に手帳を所持している31２人のうち、
手帳の取得が入社前１年を超えない者が
64人（20.5%）、1年を超える者が248人
（79.5%）

25

オ 入社年齢

ｎ=354

ｎ=352



（２）分析対象者の基本的な属性 ④

キ 事業形態 ク 産業分類

👉 勤務する事業所は、特例子会社を含む一般
事業主が、252件（71.2%）A型事業所の
ある事業主が102件（28.8%）

👉 産業分類は、対象者の属している事業主の
産業について、2018年障害者雇用状況調査
に基づき明らかにした上で、日本産業分類
の大分類に従って分類。医療・福祉が172
人（48.6%）次いで卸売・小売業が68人
（19.2%）製造業が26人（7.3%）

👉 事業所の4分の1がA型事業所のある事業主
であることが、医療・福祉を押し上げてい
る要因の一つになっている。

26
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（２）分析対象者の基本的な属性 ⑤

ケ 職種

👉職種は、厚生労働省の職業分類
（大分類）に従って区分している。
管理、保安、輸送・機械運転、建
設・採掘を除く、7職種について
回答があった。運搬・清掃・包装
等が139人（39.3％）と最も多
く、事務が83人（23.4％）生産
工程が40人（１1.3％）サービス
31人（8.8％）と続き、この４つ
の職種で全体の82.8％を占める。

👉 ｢その他｣には、A型事業所等にお
いて、職種を固定せずに複数の職
種に従事している者が含まれてい
る。
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（３）現在の満足度と働きがいについて

👉職務と労働時間については「とても満足」「やや満足」を合わせて、それぞれ、
297人と274人で、ともに70%を超えているが、賃金については他に比較して
204人(57.6%)と低く、「とても満足」が低い傾向が見られた。

👉「とても感じる」「やや感じる」を合わせて286人(80.8%)となっている。
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ア 満足度

イ 働きがい

n=354



（４）今後の働き方について

👉 就業継続については、「今
の職場で働き続けたい」が
215人(60.7％）「続けるの
は難しい」が25人（7.1％)
一方で、「今のところわか
らない」が96人（27.1％）
と将来に対する見通しのつ
けにくさがうかがえる。

👉「フルタイムに移行した
い」が80人（22.6％）
「現状ではフルタイムへの移
行は難しい」が118人
（33.3％）「短時間勤務を
このまま続けたい」89人
（25.1％）と回答が分散し、
労働時間を伸ばすことの難
しさがうかがえる。

29

ア 就業継続について

イ フルタイムへの移行について

度数 割合
フルタイムに移行したい 80 22.6%
現状では、フルタイム勤務への移行は難しい 118 33.3%
短時間勤務をこのまま続けたい 89 25.1%
今のところわからない 54 15.3%
その他 9 2.5%
無回答 4 1.1%
計 354 100.0%

n=354



障害者雇用率制度・納付金制度について
関係資料

（精神障害者の取扱いについて）

令和３年３月12日

資料３
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法定雇用率1.8% 1998.7.1～

法定雇用率1.6% 1988.4.1～

56.1

法定雇用率2.2%
2018.4.1～

○ 民間企業の雇用状況
雇用者数 57.8万人 （身体障害者35.6万人、知的障害者13.4万人、精神障害者8.8万人）
実雇用率 2.15％ 法定雇用率達成企業割合 48.6％

○ 雇用者数は17年連続で過去最高を更新。障害者雇用は着実に進展。

（2020年6月1日現在）

障害者雇用の状況

（万人） （％）

法定雇用率2.0% 2013.4.1～

法定雇用率1.5% 1976.10.1～

2

53.5

49.6
47.4

57.8

出典：障害者雇用状況の集計結果
2020



ハローワークにおける障害者の職業紹介状況

○ 令和元（2019）年度の就職件数・新規求職申込件数は、前年度から更に増加。

○ 就職件数は103,163件と11年連続で増加。新規求職申込件数は223,229件と20年連続で増加。
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ハローワークにおける職業紹介状況(障害種別）①
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精神障害者
その他

（発達障害、高次脳機能障害など）
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全 数 全 数

精神障害者

知的障害者

その他

身体障害者

４５，２５７件 １０３，１６３件

身体障害者

49.0％

22,172件

知的障害者

25.3％

11,440件

精神障害者

24.1％
10,929件

その他
1.6％

716件

48.1％
49,612件

21.2％

21,899件

6.0％
6,168件

24.7％

25,484件

平成21年度 令和元年度

ハローワークにおける職業紹介状況（就職件数）
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３．精神障害者保健福祉手帳交付台帳登載数

１．身体障害者手帳交付台帳登載数

２．療育手帳交付台帳登載数

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

登載数
（人）

635,048 695,699 751,150 803,653 863,649 921,022 991,816 1,062,700 1,135,450

※ 台帳登載数は有効期限切れを除いている。

登載数
（人）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

総 数 5,206,780 5,231,570 5,252,242 5,227,529 5,194,473 5,148,082 5,107,524 5,087,257 5,054,188

18歳未満 107,936 107,021 106,461 105,318 103,969 102,391 100,948 99,958 98,369

18歳以上 5,098,844 5,124,549 5,145,781 5,122,211 5,090,504 5,045,691 5,006,576 4,987,299 4,955,819

登載数
（人）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

総 数 878,502 908,988 941,326 974,898 1,009,232 1,044,573 1,079,938 1,115,962 1,151,284

18歳未満 226,384 232,094 238,987 246,336 254,929 262,702 271,270 279,649 287,548

18歳以上 652,118 676,894 702,339 728,562 754,303 781,871 808,668 836,316 863,736

出典：衛生行政報告例

出典：福祉行政報告例

出典：福祉行政報告例

障害者手帳所持者数について

7



身体障害者 知的障害者 精神障害者 発達障害者

平成25年 １０年０ヶ月 ７年９ヶ月 ４年３ヶ月 －

平成30年 １０年２ヶ月 ７年５ヶ月 ３年２ヶ月 ３年４ヶ月

出典：障害者雇用実態調査結果報告書（平成25、30年度）（厚生労働省障害者雇用対策課）

※ 勤続年数：事業所に採用されてから調査時点（平成25年：11月1日、平成30年：６月１日）までの勤続年数をいう。
ただし、採用後に身体障害者、精神障害者又は発達障害者であることが明らかとなった者の勤続年数は、身体障害者手帳、精
神障害者保健福祉手帳又は精神科医の診断書により企業が把握した年月（ただし、身体障害者、精神障害者又は発達障害者
であることを把握した年月が明らかでないときは、手帳等の交付日（診断日））を起点とした。

障害者の平均勤続年数の推移

○ 障害者の平均勤続年数については、全体として、精神障害の場合には短い傾向が見られる。

8



ハローワークにおける精神障害者の職業紹介状況

（
定
着
率
）

70.9%

71.4%

74.1%

72.5%

50%

55%

60%

65%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

就職 ～1ヶ月 ～2ヶ月 ～３ヶ月 ～4ヶ月 ～5ヶ月 ～6ヶ月

等級別の定着率

精神手帳1級

精神手帳2級

精神手帳3級

等級計

（注）2020年１～６月に雇用保険被保険者として就職した者。等級計には、精神障害者保健福祉手帳所持者のうち、等級が
不明な者（1,217人）を含む （※）

精神手帳3級
n=3,519

○ 精神障害者を疾患別にみると、そううつ病が半数以上（約６割）を占め、統合失調症（約２割）が続いている。
○ 精神障害者保健福祉手帳所持者を等級別にみると、３級・２級がほぼ同程度で約４割ずつ、１級は少ない（2.6％）。
○ 精神障害者の職場定着率は、等級の違いによる大きな差はみられず、 ６か月後の定着率は概ね７割程度。

※ 等級別の定着率については、2020年１月以降、 精神障害者保健福祉手帳を所持する求職者の等級を把握できるようになったことから、①ハローワークで求職申込を行った求職者であって、精神障害
者保健福祉手帳を所持する者のうち、②2020年１～６月に雇用保険被保険者として就職した者のみを抽出し、就職後の定着状況を集計したもの。なお、 2020年１月～６月における精神障害者（手帳非
所持者も含む）の新規求職申込件数全体は20,667人。

統合失調症, 

18.8%

そううつ病（そう病、

うつ病を含む）, 57.6%

てんかん, 

5.4%

その他の精神

障害, 18.2%

新規求職登録者の疾患別割合

１級, 2.6%

２級, 39.7%

３級, 44.6%

等級未記入, 

13.0%

新規求職登録者の等級別割合

※2020年1～12月の新規登録者（主たる障害が精神障害に限る、学卒を除く）における構成比
（n=41,080）

等級計
n=8,885

※2020年1～12月の新規登録者（精神障害者保健福祉手帳所持者に限る、学卒を除く）における構成
比（n=32,572）

（就職後の経過期間）

精神手帳1級
n=203

精神手帳2級
n=3,946
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精神障害者の就労の状況について①

ハローワークから就職した障害者の職場定着状況について、知的障害や発達障害の場合に比較的安定して
いるのに対して、特に、精神障害については定着が困難な者が多い状況となっている。

10

職場定着率（障害種類別）

出典：『障害者の就業状況等に関する調査研究』（2017年、JEED）
（※１）2015年７月１日から８月31日の２か月の間に、全国で134所の公共職業安定所の専門援助部門（障害者窓口）の紹介により就職した者であって、主たる障害が身体

障害、知的障害、精神障害、発達障害のある者を対象として調査。上記の数値には、そのうち、Ａ型を除いた一般企業へ就職した者のみ(n=3,273)を集計。
（※２）精神障害者の詳細別の職場定着率について、就職後３か月、３か月以降１年のいずれの職場定着率においても、有意差は認められないことに留意。同調査には

「精神障害重複」の者も調査しているが、サンプル数が少ない（n＝５）ため割愛。
（注）「３か月以降１年」の職場定着率：就職後３か月時点で職場定着していた者の就職後1年時点までの職場定着率
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精神障害者の就労の状況について②

72.7%

54.5%

69.0%

49.4%

70.6%

51.2%

68.8%

43.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

１級（n=22） ２級（n=520）

３級（n=432） 手帳無し（n=221）

１級

手帳無し
２級

精神障害者の職場定着率を週の労働時間別にみると、週20～30時間勤務の場合が最も高い。

出典：『障害者の就業状況等に関する調査研究』（2017年、JEED）
（※１）精神障害の等級別の職場定着率について、就職後３か月、３か月以降１年のいずれの職場定着率においても、有意差は認められないことに留意。
（※２）精神障害の週の労働時間別の職場定着率について、就職後３か月の職場定着率は10％水準で有意であった（３か月以降１年については有意差は認められな

かった）。

職場定着率（精神障害の週の労働時間別）職場定着率（精神障害の等級別）
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精神障害者である短時間労働者に関するカウントの特例について

【措置の内容】
精神障害者である短時間労働者で、次の要件をいずれも満たす者については、 １人をもって１人

とみなす。
① 新規雇入れから３年以内の方 又は 精神障害者保健福祉手帳取得から３年以内の方

かつ、
② 令和５年３月31日までに、雇い入れられ、精神障害者保健福祉手帳を取得した方

＜留意事項＞

・ 退職後３年以内に、同じ事業主（※）に再雇用された場合は、特例の対象とはしない。
※ 子会社特例、関係会社特例、関係子会社特例又は特定事業主特例の適用を受けている事業主の
場合は、これらの特例の適用を受けている、当該事業主以外の事業主を含む。

・ 発達障害により知的障害があると判定されていた者が、その発達障害により精神障害者保健
福祉手帳を取得した場合は、知的障害の判定の日を、精神保健福祉手帳取得の日とみなす。

平成30年４月から、精神障害者の雇用が義務化されるとともに、法定雇用率が引き上げられた
ことに伴い、精神障害者の職場定着を進める観点から、精神障害者である短時間労働者の算定
に関する特例措置を設けている。
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（注）精神障害者短時間特例制度：平成30年４月から令和５年３月31日までに雇入れられた精神障害者である短時間労働者で、次のいずれかに該当する者は１人としてカウントする。
①通報年の３年前の年に属する６月２日以降に採用された者であること
②通報年の３年前の年に属する６月２日より前に採用された者で、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取得した者であること
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出典：障害者雇用状況の集計結果

週所定労働時間別雇用精神障害者（実人数）の推移（H18～R02）

○ 精神障害者の短時間労働者数（20時間以上30時間未満, 実人数）は増加傾向。
○ 短時間労働者の割合は約３割で横ばい傾向。
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（参考） 雇用身体障害者に占める短時間労働者の割合：11.5% （3.6 / 26.3（万人）） 雇用知的障害者に占める短時間労働者の割合：19.6% （2.4 / 12.3（万人））



具体的な離職理由

離職を防ぐことができたと考えられる
職場での措置や配慮

（出典）「障害のある求職者の実態等に関する調査研究」（2020年３月,  独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構）による。

障害者の継続雇用の課題となり得る要因

精神障害者の継続雇用の課題としては、身体障害者・知的障害者と比べ、不調時の対応に関するものが多く
見られる。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

障害・病気のため

業務遂行上の課題あり

労働条件があわない

人間関係の悪化

職場以外の要因

将来への不安

キャリアアップのため

基本的労働習慣に課題あり

労働意欲に課題あり

身体障害者

知的障害者

精神障害者

0% 10% 20% 30% 40%

能力が発揮できる仕事への配置

調子の悪いときに休みをとりやすくする

短時間勤務など労働時間の配慮

通院時間の確保、服薬管理など雇用管理上の配慮

業務内容の簡略化などの配慮

職場でのコミュニケーションを容易にする手段や支援者の配置

作業を容易にする設備・機器の整備

業務遂行の支援や本人、周囲に助言する者等の配置

上司や専門職員などによる定期的な相談

移動のための配慮（点字ブロック、スロープ等）

職業生活、生活全般に関する相談員の配置

教育訓練・研修の充実

身体障害者

知的障害者

精神障害者

※複数回答

※複数回答※平成30年６月１日から６月30日までの間に新規求職申込みを行った障害者を対象に調査。



精神障害者の継続雇用の課題となり得る要因（事業主回答）

令和元年７～９月に、精神障害者雇用トータルサポーターの支援を受けた事業主（N=883）に対してアンケートを実施。アンケート

項目のうち、精神障害者の雇用について、苦慮している点・不安な点については下記の通り。
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※上記は全て記述式の回答。

◯障害・病気のため
・職場定着支援期間中に、本人の病状が悪化
・気付かないところでの病状悪化が不安
・体調不良になりやすく、勤怠が不安定
・本人が体調を崩して離職した
・不調時の対応方法が分からない

○障害に対する自己理解が不十分
・面接の際には障害受容ができている様子だったが、実際に働
くと障害に対処しきれていない部分が見受けられた
・自分の病状を理解しておらず、感情のコントロールができない

◯労働条件があわない
・採用直後から、長時間働ける精神障害者がなかなかいない
・長時間勤務ができない
・短時間勤務の社員の労働時間をどのように増やすべきか、基
準が不明確

○評価制度やキャリアアップへの課題
・ステップアップして長く勤めてもらいたい
・常勤の可能性等、障害者の今後の方針が決まっていない
・キャリア指導が難しい
・安定した障害者の方の今後の方針について、評価やステップ

アップが未定

◯人間関係の悪化
・同僚との人間関係がうまくいっていない

◯業務遂行上の課題あり
・業務量の調整の必要がある
・他部署の社員とのコミュニケーションが苦手のため、業務の
範囲が限られる

○企業側の障害に対する知識・理解が不十分
・個々の特性に応じた対応ができない
・困難ケースへの対応がわからない

○職務の選定が困難
・障害者に依頼できる業務がない
・ひとりひとりへの業務付与が困難
・特性に応じた仕事がない
・今後も雇用数を増やしたいが、業務の切り出し方法で行き詰ま
る可能性がある



重
度
◎

１
級

視覚障害：両眼の視力の和が0.01以下のもの。
肢体不自由：両上肢・下肢の機能を全廃したもの。

両上肢を手関節以上で欠くもの。又は両下肢を大腿の２
分の１以上で欠くもの。

内部障害：心臓、じん臓等の各種臓器の障害により自己の身辺の日
常生活が極度に制限されるもの。

２
級

視覚障害：両眼の視力の和が0.02以上0.04以下のもの。
聴覚障害：両耳全ろう。
肢体不自由：両上肢・下肢の機能の著しい障害。

両上肢のすべての指を欠くもの。又は両下肢の下腿の２
分の１以上で欠くもの。

非
重
度
○

３
級

視覚障害：両眼の視力の和が0.05以上0.08以下のもの。
聴覚障害：耳介に接しなければ大声語を理解し得ないもの。
肢体不自由：両上肢のおや指及びひとさし指を欠くもの。

一上肢のすべての指を欠くもの。
一下肢の機能を全廃したもの。

内部障害：心臓、じん臓等の各種臓器の障害により家庭内での日常生
活が著しく制限されるもの。

４
級

視覚障害：両眼の視力の和が0.09以上0.12以下のもの。
聴覚障害：耳介に接しなければ話声語を理解し得ないもの。
肢体不自由：両上肢のおや指を欠くもの。

一上肢のおや指及びひとさし指を欠くもの。
一下肢の機能の著しい障害。

内部障害：心臓、じん臓等の各種臓器の障害により社会での日常生活
活動が著しく制限されるもの。

５
級

視覚障害：両眼の視力の和が0.13以上0.2以下のもの。
肢体不自由：両上肢のおや指の機能の著しい障害。一下肢の股関節

又は股関節の機能の著しい障害。

６
級

視覚障害：一眼の視力が0.02以下、他眼の視力が0.6以下のもので、
両眼の視力の和が0.2を超えるもの。

聴覚障害：40センチメートル以上の距離で発声された会話語を理解し
得ないもの。

肢体不自由：一上肢のおや指の機能の著しい障害。一下肢の足関節
の機能の著しい障害。

（参考２）身体障害者手帳制度

精神障害者保健福祉手帳の等級の基準について

重度（Ａ）
◎

知能指数が概ね35以下であって、次のいずれかに
該当する者。

・ 食事、着脱衣、排便及び洗面等日常生活の介助を
必要とする。

・ 異食、興奮などの問題行動を有する。

それ以外（Ｂ）
○

知能指数が概ね50以下であって、盲、ろうあ、肢体不自
由等を有する者。

１級
○

精神障害であって、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめ
る程度のもの。

２級
○

精神障害であって、日常生活が著しく制限を受けるか又は日
常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの。

３級
○

精神障害であって、日常生活若しくは社会生活が制限を受け
るか、又は日常生活若しくは社会生活に制限を加えることを必
要とする程度のもの。

（参考１）療育手帳制度

（注）

・ 療育手帳は各自治体の独自制度であるため、判定区分や呼び名は自治体
によって異なる。

・ 国が示している障害の程度は「重度（A）」と「それ以外（B）」のみ。

・ 上記の知能指数の数値の他に、「学習能力」「作業能力」「社会性」等を参考

に、総合的に障害の等級は決定される。

精神障害者保健福祉手帳制度
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精神障害者保健福祉手帳等について

精神障害者保健福祉手帳 自立支援医療(精神通院医療)受給者証

目的 手帳の交付を受けた者に対し、各方面の協力により各種の支援策
が講じられることを促進し、精神障害者の社会復帰の促進と自立
と社会参加の促進を図ること

心身の障害を除去・軽減するための医療について、医療費の自己負担額
を軽減すること

対象者 精神疾患（てんかん、発達障害を含む。）により、長期にわた
り日常生活又は社会生活への制約がある者

例）統合失調症、うつ病、躁うつ病などの気分障害、てんかん、
薬物やアルコールによる急性中毒又はその依存症、高次脳
機能障害、発達障害（自閉症、学習障害、注意欠陥多動性
障害等）、その他の精神疾患（ストレス関連障害等）

※ 知的障害があり、上記の精神疾患がない者は対象にならな
い。
※ 初診から６か月以上経過していることが必要

精神疾患により、通院による治療を続ける程度の状態の者
※「重度かつ継続」ではなく、市町村民税所得割23万５千円以上の者
は対象外

例）統合失調症、うつ病、躁うつ病などの気分障害、不安障害、薬物
などの精神作用物質による急性中毒又はその依存症、知的障害、
強迫性人格障害など「精神病質」、てんかん など

有効期間 ２年 １年

効果 ・各種税制優遇（所得税・住民税の控除、贈与税に非課税等）
・障害者雇用率へのカウント
・障害者職場適応訓練の実施 など

精神疾患等に対し、「指定自立支援医療機関」において入院しないで
行う医療（外来、デイケア、訪問介護等を含む。）に要する医療費に
ついて、自己負担額を１割（又はそれぞれの上限額）にする

取得手続き 市町村の障害福祉課等に、
・障害者手帳申請書
・医師の診断書（※）又は障害年金を受給していることを証す
る書類の写し

※ 精神保健指定医若しくは精神障害の診断又は治療に従事する医師
が記載したもの（てんかん、発達障害、高次脳機能障害者等につい
て、精神科以外で診療を受けている場合は、各専門の医師が記載し
たもの）

市町村の障害福祉課等に、
・自立支援医療（精神通院）支給認定申請書
・医師の診断書（※）（手帳と同時に申請する際は、「重度かつ継

続」以外は左記の手帳用の診断書も可）
・世帯所得状況確認書類
※ 指定自立支援医療機関に限る

根拠法令 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

交付数 台帳登載数 1,062,700人（平成30年度衛生行政報告例） 支給認定件数 2,105,973件（平成30年福祉行政報告例）
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精神障害者保健福祉手帳について

※東京都の場合
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自立支援医療(精神通院医療)受給者証について
※ 東京都

の場合
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・障害者就業・生活支援センター
・就労移行支援事業所
・医療機関 等

地域障害者
職業センター

精神障害者
（新規求職者約10.1万人)

精神障害者雇用トータルサポーターについて

○緊張感や不安感が非常に強い者
○生活面での課題がある者
○離転職を繰り返す者
○障害受容や認知が十分でない者
○安定所以外の支援機関の援助が

得られない者

ハローワークにおいて、求職者本人に対するカウンセリングや就職に向けた準備プログラムを実施す
るとともに、事業主に対して、精神障害者等の雇用に係る課題解決のための相談援助等の業務を実施
○令和元年度実績 就職に向けた次の段階への移行率 ７６．８％ ※相談支援を終了した者のうち、就職、職業紹介、職業訓練・職場
適応訓練へ移行した割合

概 要

・職業評価
・準備支援
・ジョブコーチ

支援依頼 連 携

ハローワーク
専門援助部門

専門機関

業務内容

精神障害者雇用
トータルサポーター

精神障害者に対する支援
・ カウンセリング
・ 就職準備プログラムの実施
・ 職場実習のコーディネート
・ 専門機関への誘導
・ フォローアップ

アウトリーチによる
企業への働きかけ
・課題解決のための相談援助
・個別定着支援

・医療機関と企業の橋渡し業務

・先進事例の収集

・精神保健福祉士
・臨床心理士 等

20



精神障害者雇用トータルサポーターの支援状況

配置人数（ ※1） 支援件数（※2） 就職率（※3）

令和元年度 237 156,825 71.2%

平成30年度 245 158,136 69.5%

平成29年度 392 141,594 64.7%

平成28年度 390 122,526 61.2%

平成27年度 356 106,388 57.6%

※1 平成30年度から、トータルサポーターの勤務時間・日数を統一したため、配置人数が大幅に変動している。
※2 本人へのカウンセリングや相談支援、支援機関への誘導、精神障害者等の雇用に係る課題解決のための企業への支援等。
※3 就職に向けた次の段階に移行した者（①就職（トライアル雇用含む）、②職業紹介ができる段階への移行、③職業訓練・職場適応訓練への

あっせん）のうち、就職した者の割合。令和２年度より、就職準備段階から就職まで一貫した支援が行えるよう、トータルサポーターが職業紹介
も実施できるよう取扱を変更。②について、実際に職業紹介を行った者に限定することとしたため、就職に向けた次の段階に移行した割合及び
就職率の計上方法は、令和2年度から異なっている点に留意。

◎ ハローワークにおいて、本人に対するカウンセリングや就職に向けた準備プログラムを実施するとともに、

事業主に対して、精神障害者等の雇用に係る課題解決のための相談援助等の業務を実施

21



 精神障害者等が、働く上での自分の特徴やアピールポイント、希望する配慮等を支援機関と一緒に整理し、就職や職場定着に
向け、職場や支援機関と必要な支援について話し合う際に活用できる情報共有ツール。

精神障害者等の就労パスポート

 精神障害者等の障害理解や支援機関同士での情報連携等を進めるとともに、事業主による採用選考時の本人理解や就職後
の職場環境整備を促進。

普及事業

○ 令和元年度及び２年度に、精神障害者等の就労パスポートの普及について、①～③の事業を実施。
①支援機関向けワークショップ：支援機関の担当者を対象に、就労パスポートを記載する演習や活用方法等に関する意見交換を実施
②事業主向け活用セミナー：事業主を対象に、就労パスポートの趣旨や活用のメリットのほか、精神障害の特性や雇用管理上の配慮について説明
③就労支援推進フォーラム：支援機関の担当者及び事業主を対象に、就労パスポートを活用した就労支援や情報連携の事例等の発表

 実績 ①ワークショップ 開催回数：197回 受講者：3,183人
（令和元年度） ②セ ミ ナ ー 開催回数：104回 受講者：3,713人

※③フォーラムは令和2年度下半期から開始

 令和３年度以降の普及 ・ 就労パスポートの活用好事例の収集
・ 単独でのワークショップやセミナー等は実施せず、他のセミナー等の中で就労パスポートについて紹介・活用促進を図ることで、
引き続き周知・普及に努める

就労パスポート

5つの記載項目
○ 職務経験
○ 仕事上のアピールポイント
○ 体調管理と希望する働き方
○ コミュニケーション面
○ 作業遂行面

◆ 本人の特徴やできること、希望する配
慮を、チェック方式と自由記述で整理
「○○の対応が可能」、「○○の支援によ
り○○の対応が可能」といった内容

各支援機関による就労パスポート作成支援、就職・定着支援

精神障害者等 事業主、職場の上司・同僚等

体調把握、作業指示、コミュニケーショ
ン、合理的配慮の検討等の参考にしても
らう

雇用管理上の配慮の実施状況確認、
ステップアップに際して必要な配慮、
支援内容の検討等の参考にしてもらう

※ 就労パスポートの作成・活用・管理、共有の範囲等は、精神障害者等本人の意向による。

就労パスポートによる情報の共有と連携

様々な体験

ふり返り

自己理解を
深める

事業主等に分かり
やすく伝える

就職後

職場実習前、採用面接時、就職時

精神障害者等

一人ひとりの

特徴に即した

職場環境整備

活用スキーム

概 要
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障害者雇用分科会における 2020 年度目標の中間評価について（案） 

 

 2020 年度の目標として障害者雇用分科会において設定した年度目標について、

当該分科会が実施した中間的な評価の結果は、概ね以下のとおりである。 

 ※ 中間評価は 2021 年１月時点で把握できる直近の各種指標（2020 年４月～

12 月頃の数値）に基づいて行った。 

 

 

（障害者雇用分科会において設定された年度目標の動向） 

○ ハローワークにおける障害者の就職件数について 

〔2020 年度目標〕 前年度（103,163 件）以上 

〔2020 年４月～12 月実績〕 66,598 件 

（分析） 

2020 年４月～12 月のハローワークにおける障害者の就職件数は、66,598 件で

あり、前年同期（80,396 件）を 17.2％下回る実績となった 

その主な要因としては、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、障害者の就

職件数の多い産業・職種の求人が減少したことから、企業・障害者ともに採用・

求職活動に慎重になっていることが考えられる。 

このため、ハローワークにおける障害者の就職件数の目標達成に向けた主な

取組としては、 

 ・担当者制等、求職者の障害特性に応じたきめ細かな職業相談・職業紹介 

 ・障害者向けチーム支援等 

 ・精神障害者等に対する就労支援 

があげられる。 

引き続き、ハローワークが中心となり、求職者の障害特性に応じた職業相談・

職業紹介を実施していく。 
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○ 障害者雇用率関係 

① 障害者の雇用率達成企業割合 

〔2019 年度目標〕 49.4%以上 

〔2019 年度実績〕 48.6%（2020 年６月１日時点） 

〔2020 年度目標〕 46.7%以上 

② 障害者雇用ゼロ企業（2020 年６月１日時点）のうち、新たに障害者を

雇用した企業（2021 年６月１日時点）の割合 

  〔2020 年度目標〕 15.6%以上 

（分析） 

   民間企業における障害者の雇用状況については17年連続で過去最高を更

新するなど、民間企業における障害者雇用は着実に進展しており、2020 年

６月１日現在の障害者雇用率達成企業の割合についても 48.6％と、前年か

ら 0.6 ポイント上昇したが、2019 年度目標（49.4%以上）は下回った。 

目標を下回った要因は 45.5～100 人未満、100～300 人未満、300～500 人

未満規模企業における達成割合伸び率が低調だったためと考えられる。こ

れは障害者雇用ゼロ企業の９割（30,498 社/30,542 社）を 45.5～300 人未

満の中小企業が占めていること等、障害者雇用への理解が進んでおらずノ

ウハウが蓄積されていないことが要因で当該規模企業における障害者雇用

が進まなかったことによると考えられる。 

   今後は、2020 年４月より創設された障害者雇用に関する優良な事業主に

対する認定制度について、引き続き周知・認定の促進を図るとともに、障害

者雇用ゼロ企業等に対して、企業ごとのニーズに沿って支援計画を作成し、

採用前から採用後の定着支援までを一貫して支援する「企業向けチーム支

援」を実施する。さらに、「企業向けチーム支援」については、従前の未達

成企業に対する支援のみならず、法定雇用率の引上げにより法定雇用率未

達成となる企業や、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた企業を支援

対象に追加したところであり、こうした取組を通じて引き続き、障害者雇用

を促進していく。 
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○ 精神障害者雇用トータルサポーター支援実績 

① 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、

就職に向けた次の段階へ移行した者（※）の割合 

〔2020 年度目標〕  70.9％以上 

〔2020 年４月～12 月実績〕 74.7％（前年同期実績 77.7％） 

② 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了し、就職に向け

た次の段階へ移行した者のうち、就職した者の割合 

〔2020 年度目標〕  84.3％以上 

〔2020 年４月～12 月実績〕 81.2％（前年同期実績 71.6％） 

 

※①就職（トライアル雇用含む）、②職業紹介ができる段階への移行、③職業訓練・

職場適応訓練へのあっせん。令和２年度より、②について、実際に職業紹介を行

った者に限定することとしたため、実績値の計上方法は令和元年度以前とは異

なっていることに留意。 

（分析） 

2020 年４月～12 月までの精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を

終了した者（8,087 人）のうち、就職に向けた次の段階へ移行した者（6,040

人）の割合は 74.7％となっており、2020 年度目標（70.9%）を達成している。

さらに、精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了し、就職に向け

た次の段階へ移行した者（6,040 人）のうち、就職した者（4,904 人）の割合

は 81.2％となっており、こちらも 2020 年度目標（84.3%）の達成に向けて、

好調に推移している。 

その主な要因としては、求職者に対して、通常のカウンセリングを実施する

ことに加え、 

     ・ トータルサポーターが職業紹介も実施できるよう取扱を変更したこと

により、就職準備段階から就職までの一貫した支援を個別相談の中で

行えるようになり、 

・ コミュニケーションスキルの向上等を目的としたグループワーク等

を行う就職準備プログラムや、 

・ 適性や能力に関する自己理解を高めるための職場実習 

 を着実に実施していることが考えられる。 

引き続き、求職者に対する個別相談に加え、事業主に対しても、障害特性の

理解の促進や、マッチングの促進に向けた事業所訪問等の受入体制の整備を通

じ、精神障害者等の雇用に係る課題解決のための支援を実施していく。 
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障害者就労促進 

関連する 2022 年までの目標 

○障害者の実雇用率 2.3％ 

（平成 30年６月 15日閣議決定「未来投資戦略 2018-「Society 5.0」「データ駆動型社会」への変革-」

により策定） 

項目 2020 年度 

目標 

2020 年度 

実績 

 2019 年度 

目標 

2019 年度 

実績 

2018 年度 

目標 

2018 年度 

実績 

ハローワーク

における障害

者の就職件数 

103,163 件以

上 

66,598 件 

（2020 年４

月～12 月） 

102,318 件

以上 

103,163 件 97,814 件以

上 

102,318 件 

 

【障害者雇用率関係】 

①障害者の雇

用率達成企業

割合※１ 

46.7％以上 2021年6月１

日時点の実績

により評価 

 49.4％以上 48.0％ 

（2020 年 6

月１日時

点） 

47.4％以上 48.0％ 

（2019 年 6

月１日時

点） 

②障害者雇用

ゼロ企業（2020

年６月１日時

点）のうち、新

たに障害者を

雇用した企業

（2021 年６月

１日時点）の割

合 

15.6％（※２）

以上 

2021年6月１

日時点の実績

により評価 

－ － － － 

【精神障害者雇用トータルサポーター支援実績】 

③精神障害者

雇用トータル

サポーターの

相談支援を終

了した者のう

ち、就職に向け

た次の段階（※

３）へ移行した

者の割合 

 

 

70.9％以上 74.7％ 

（4～12 月） 

 74.3％以上 76.8％ 

 

73.4％以上 74.5％ 
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②精神障害者

雇用トータル

サポーターの

相談支援を終

了し、就職に向

けた次の段階

へ移行した者

のうち、就職し

た者の割合 

84.3％以上 81.2％ － － － － 

（備考） 

※１ 45.5 人以上規模の企業において法定雇用率を達成（注）している企業の割合。 

（注）法定雇用障害者数に不足数がないこと。 

 

※２ 障害者雇用ゼロ企業（2016～2018 年６月１日時点）のうち、新たに障害者を雇用し

た企業（2017～2019 年６月１日時点）の割合の平均値 

※３ 就職（トライアル雇用含む）、職業紹介、職業訓練・職場適応訓練へのあっせん 

2020 年度目標設定における考え方 

ハローワークにおける障害者の就職件数 

2019 年度の実績を踏まえ、前年度と同水準に設定。 

 

【障害者雇用率関係】 

 ① 障害者の雇用率達成企業割合 

    法定雇用率 0.1％の引上げの影響を踏まえ設定。 

 ② 障害者雇用ゼロ企業（2020 年６月１日時点）のうち、新たに障害者を雇用した企業

（2021 年６月１日時点）の割合 

    障害者雇用ゼロ企業（2016～2018 年６月１日時点）のうち、新たに障害者を雇用

した企業（2017～2019 年６月１日時点）の割合の平均値として設定。 

 

【精神障害者雇用トータルサポーター支援実績】 

 ① 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、就職に向けた

次の段階へ移行した者の割合 

   直近３か年の実績の平均を目標値として設定。 

② 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了し、就職に向けた次の段階へ

移行した者のうち、就職した者の割合 

   直近３か年の実績の平均を目標値として設定 
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施策実施状況 

１ ハローワークにおける障害者の就職件数の目標達成に向けた主な取組 

① 担当者制等、求職者の障害特性に応じたきめ細かな職業相談・職業紹介 

きめ細かな職業相談により求職者 1人ひとりの障害の態様や適性を的確に把握し、こ

れを踏まえた求人情報の積極的な提供や応募の働きかけ、職場実習や職業訓練等の各種

支援策の提案や関係機関の紹介・誘導、求人部門や雇用指導官と連携した個別求人開拓、

事業主に対して求職者の障害特性や配慮事項を説明する同行紹介等を行った。 

② 障害者向けチーム支援等 

障害者支援を担当する「就職支援コーディネーター」（2019 年度 300 人）を配置し、

ハローワークが中心となり、地域の関係支援機関等と連携して、就職から職場定着まで

一貫した支援を行う「障害者向けチーム支援」（2019 年度支援対象者 42,418 人）を実

施した。 

また、就職準備性を高めることが必要な障害者を対象に、一般雇用に向けた心構え・

必要なノウハウ等に関する「就職ガイダンス」や、管理選考・就職面接会を積極的に実

施した。 

③ 精神障害者等に対する就労支援 

精神保健福祉士等の資格を有する「精神障害者雇用トータルサポーター」（2019 年度

237 人）を配置し、精神障害者に対するカウンセリング、企業に対する精神障害者等の

雇用に係る課題解決のための相談援助等の支援を行った。 

 

２ 障害者の雇用率達成企業割合の目標達成に向けた主な取組 

① 企業向けチーム支援 

   企業支援を担当する「就職支援コーディネーター」（2019 年度 93 人）を配置し、障

害者雇用ゼロ企業等に対して、企業ごとのニーズに沿って支援計画を作成し、採用前

から採用後の定着支援までを一貫して支援する「企業向けチーム支援」（2019 年度実

施件数 1,549 件）を実施した。 

② 障害者の雇入れに係る助成 

ハローワーク等の紹介により、継続雇用する労働者として障害者を雇い入れる企業

に対する助成（特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース（障害者のみ））及

び発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース計）支給実績：2019 年度支給件数 91,494

件、支給額 25,562 百万円）や、継続雇用する労働者へ移行することを目的とした原則

３か月間のトライアル雇用を行う企業に対する助成（トライアル助成金（障害者トラ

イアルコース及び障害者短時間トライアルコース計）支給実績：2019 年度支給件数

7,139 件、支給額 1,451 百万円）を行った。 

 ③ 職場適応・定着等に取り組む事業主への支援 

   雇用する障害者の職場定着のために、障害特性に配慮した雇用管理の雇用形態の見

直し等の措置についての計画を作成し、当該計画に基づく措置を講じた事業主に対し

て助成（2019 年度支給件数 1,137 件、支給額約 918 百万円）を実施した。さらに、職

場適応援助者（ジョブコーチ）による職場適応援助を実施する事業主や、ジョブコー

チの養成を行う事業主への助成（2019 年度支給件数 1,279 件、支給額約 452 百万円）
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を実施した。 

 

３ 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、就職に向けた次

の段階へ移行した者の割合の目標達成に向けた主な取組 

障害者に対する個別相談（2020 年度４月～12 月実績：67,644 件）、コミュニケーシ

ョンスキルの向上等を目的としたグループワーク等を行う就職準備プログラム（2020

年４月～12 月実績：4,789 件）、適性や能力に関する自己理解を高めるための職場実習

（2020 年４月～12 月実績：390 件）及び地域の関係機関と連携しながらの職場定着支

援（2020 年４月～12 月実績：18,446 件）並びに事業主に対する課題解決のための相談・

助言（2020 年度実績：5,875 件）を実施した。 

 

2020 年度中間評価段階における施策実施状況に係る分析 

１ ハローワークにおける障害者の就職件数 

2020 年４月～12 月のハローワークにおける障害者の就職件数は、66,598 件であり、

前年同期（80,396 件）を下回る実績となっている。 

その主な要因としては、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、障害者の就職件

数の多い産業・職種の求人が減少したこと（※）から、企業・障害者ともに採用・求職

活動に慎重になっていることが考えられる。 
（※）ハローワークにおける障害者専用求人数は、2020 年４月～12 月計で 140,673 件と、前年同期

（193,546 件）を▲27.3％下回っている。 

特に、産業別にみると、「製造業」（▲42.0％）、「卸売業，小売業」（▲33.7％）「サービス業（他

に分類されないもの）」（▲27.4％）と、障害者の就職件数の多い産業における減少幅が大きい。 

また、職業別にみると、「事務的職業」（▲34.6％）、「サービスの職業」（▲27.2％）、「生産工程

の職業」（▲29.0％）、「運搬・清掃・包装等の職業」（▲24.0％）と、障害者の就職件数の多い職業

における減少幅が大きい。 

 

 【参考１】 

○月別新規求職申込件数と対前年同月比 
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○月別専用求人数と対前年同月比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○月別就職件数と対前年同月比 
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 【参考２】2020 年４月～12 月のハローワークにおける障害の種類別・部位別の新規求

職申込件数・就職件数・就職率について 

  新規求職申込件数 就職件数 就職率 

（件） 
前年同期

比（％） 
（件） 

前年同期

比（％） 
（％） 

前年同期

差（pt） 

障害者計 157,729 ▲2.9 66,598 ▲17.2 42.2 ▲12.3 

身体障害者計 42,943 ▲3.8 14,871 ▲26.0 34.6 ▲17.7 

 視覚障害 3,188 ▲7.5 1,115 ▲28.3 35.0 ▲17.3 

聴覚・言語障害 5,703 ▲7.2 2,215 ▲28.5 38.8 ▲19.7 

肢体不自由 20,757 ▲7.1 7,608 ▲26.5 36.7 ▲16.4 

  

上 肢 7,632 ▲10.3 2,903 ▲27.6 38.0 ▲15.4 

下 肢 10,996 ▲3.9 3,960 ▲24.9 36.0 ▲17.1 

体 幹 1,802 ▲10.0 625 ▲28.3 37.7 ▲15.1 

脳病変（※） 327 ▲17.2 120 ▲38.5 36.7 ▲21.5 

内部障害 12,860 1.3 3,858 ▲24.3 30.0 ▲17.3 

知的障害者 27,018 ▲5.9 14,256 ▲13.3 52.8 ▲7.7 

精神障害者 69,917 ▲11.5 30,668 ▲22.2 43.9 ▲10.3 

その他の障害者 17,851 75.0 6,803 53.6 38.1 ▲5.3 

 

 

２ 障害者の雇用率達成企業割合 

民間企業における障害者の雇用状況については 17 年連続で過去最高を更新するな

ど、民間企業における障害者雇用は着実に進展しており、2020 年６月１日現在の障害

者雇用率達成企業の割合についても48.6％と、前年から0.6ポイント上昇したが、2019

年度目標（49.4%以上）は下回った。 

目標を下回った要因は 45.5～100 人未満、100～300 人未満、300～500 人未満規模

企業における達成割合伸び率が低調だったためと考えられる。これは、障害者雇用ゼ

ロ企業の９割（30,498 社/30,542 社）を 45.5～300 人未満の中小企業が占めているこ

とや特例子会社をもつ 45.5～500 人未満企業が少ない等、障害者雇用への理解が進ん

でおらずノウハウが蓄積されていないことが要因で当該規模企業における障害者雇

用が進まなかったことによると考えられる。 

【参考１】2020 年 6 月 1 日現在の雇用状況 

・雇用率達成企業割合：48.6％（前年 0.6 ポイント上昇） 
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【参考２】2020 年 6 月 1 日現在の企業規模別の達成割合 

45.5 人～ 100 人未満 45.9％（対前年比 0.4pt 増） 

100 人～ 300 人未満 52.4％（対前年比 0.3pt 増） 

     300 人～ 500 人未満 44.1％（対前年比 0.2pt 増） 

     500 人～1000 人未満 46.7％（対前年比 2.8pt 増） 

     1000 人以上          60.0％（対前年比 5.4pt 増） 

 

３ 精神障害者雇用トータルサポーター支援実績 

① 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、就職に向けた

次の段階へ移行した者の割合 

   2020年４月～12月までの精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了し

た者（Ａ：8,087 人）のうち、就職に向けた次の段階へ移行した者（Ｂ：6,040 人）

の割合は 74.7％となっており、2020 年度目標（70.9%）を上回って、好調に推移し

ている。 

   （参考）2019 年４月～12 月 77.7％（Ａ：9,765 人、Ｂ：7,585 人） 

 

 ② 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了し、就職に向けた次の段階へ

移行した者のうち、就職した者の割合 

    精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了し、就職に向けた次の段階

へ移行した者（Ｃ：6,040 人）のうち、就職した者（Ｄ：4,904 人）の割合は 81.2％

となっており、2020 年度目標（84.3%）の達成に向けて、好調に推移している。 

    （参考）2019 年４月～12 月 71.6％（Ｃ：6,040 人、Ｄ：5,428 人） 

  その主な要因としては、求職者に対して、通常のカウンセリングを実施することに加

え、 

     ・ トータルサポーターが職業紹介も実施できるよう取扱を変更したことにより、

就職準備段階からより求人とのマッチングを意識した支援実施することとした

ことや 

・ コミュニケーションスキルの向上等を目的としたグループワーク等を行う就職

準備プログラム、 

・ 適性や能力に関する自己理解を高めるための職場実習 

  を着実に実施していることが考えられる。 
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施策の達成状況を踏まえた評価及び今後の方針 

１ ハローワークにおける障害者の就職件数 

2020 年４月～12 月のハローワークにおける障害者の就職件数は、前年同期を 17.2％

下回る実績となっており、主な要因としては、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、

障害者の就職件数の多い産業・職種の求人が減少したことから、企業・障害者ともに採

用・求職活動に慎重になっていることが考えられる。なお、足下では落ち着きの兆しが

見られるところである。 

このため、ハローワークにおける障害者の就職件数の目標達成に向けた主な取組とし

て、引き続き 

 ・担当者制等、求職者の障害特性に応じたきめ細かな職業相談・職業紹介 

・ハローワークが地域障害者職業センターや障害者就業・生活支援センター等の地

域の関係機関と連携し、職務の選定や障害者の就職支援・定着支援を行う「障害

者向けチーム支援」等 

 ・精神障害者等に対する就労支援 

を実施していく。 

 

２ 障害者雇用率関係 

2020 年６月１日現在の障害者雇用率達成企業の割合は 48.6％であり、前年から 0.6

ポイント上昇したが、2019 年度目標（49.4%以上）を下回った。 

目標を下回った要因は 45.5～100 人未満、100～300 人未満、300～500 人未満規模企

業における達成割合伸び率が低調だったためと考えられる。これは障害者雇用ゼロ企業

の９割（30,498 社/30,542 社）を 45.5～300 人未満の中小企業が占めていること等、障

害者雇用への理解が進んでおらずノウハウが蓄積されていないことが要因で当該規模

企業における障害者雇用が進まなかったことによると考えられる。 

また、雇用率未達成企業が約半数を占めること及び障害者雇用ゼロ企業が約３割ある

ことが課題である。さらに、令和３年３月１日より法定雇用率が引き上げられたことに

より、新たに雇用義務が発生する企業に対して丁寧な指導を行い、障害者雇用への理解

を進めることが課題である。 

今後は、2020 年４月より創設された障害者雇用に関する優良な事業主に対する認定

制度について、引き続き周知・認定の促進を図るとともに、障害者雇用ゼロ企業等に対

して、企業ごとのニーズに沿って支援計画を作成し、採用前から採用後の定着支援まで

を一貫して支援する「企業向けチーム支援」を実施する。さらに「企業向けチーム支援」

については、従前の未達成企業に対する支援のみならず、法定雇用率の引上げにより法

定雇用率未達成となる企業や、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた企業を支援対

象に追加したところであり、こうした取組を通じて 引き続き、障害者雇用を促進して

いく。 
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３ 精神障害者雇用トータルサポーター支援実績 

2020 年４月～12 月までの精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した

者（8,087 人）のうち、就職に向けた次の段階へ移行した者（6,040 人）の割合は 74.7％

となっており、2020 年度目標（70.9%）を達成している。さらに、精神障害者雇用トー

タルサポーターの相談支援を終了し、就職に向けた次の段階へ移行した者（6,040 人）

のうち、就職した者（4,904 人）の割合は 81.2％となっており、こちらも 2020 年度目標

（84.3%）の達成に向けて、好調に推移している。 

法定雇用率の 0.1％引上げも行われる中、精神障害者の多様な特性や状況に応じた専

門的な支援のニーズがますます高まると考えられ、そのニーズに的確に対応できるよう

にすることが課題である。 

引き続き、職業紹介をできる段階に移行した後も就職に向けた支援を実施するなど、

精神障害者の特性や状況に応じた職業紹介・就職支援を着実に実施していく。 

  

 

分科会委員の意見 
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参考資料１ 



様式第６号（第４条関係）（表面）

　 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第８条の規定により、
　 下記のとおり報告します。 年 月

―

― ― )

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

％ ％ ％ ％ ％

人 人 人 人 人 人

⑪　常用雇用身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

　
Ｂ
　
雇
用
の
状
況

Ｄ　障害者の雇用の促進等に関する法律別表に掲げる種類別の身体障害者数

視覚障害者（第１号に該当する者）

聴覚又は平衡機能障害者
（第２号に該当する者）

音声・言語・そしゃく機能障害者
（第３号に該当する者）

肢体不自由者（第４号に該当する者）

内部障害（第５号に該当する者）

　［ﾖ+{(ﾀ-ﾚ)×0.5}+ﾚ］

(ｿ)精神障害者の数

 (⑫/⑩のﾆ×100)

⑭　身体障害者、知的障害者又は
　精神障害者の不足数
　［(⑩のﾆ×法定雇用率)-⑫］

人

⑧　事業の内容

(ﾍ)重度身体障害者以外の
   身体障害者の数

  　［⑪のﾘ+⑪のｶ+⑪のｿ］

⑫　　　     計

　　　　（記載上の留意事項は、裏面にあります。）

安定所
処理欄

Ａ
　
事
業
主

③　法人番号

 Ｅ 障害者
 雇用推進者

役職名 氏名 Ｆ 記入
担当者

所属部課名 氏名

⑬ 実雇用率

％

(ﾚ) (ﾀ)のうち 裏面 9-2
　　に該当する者の数

(ﾀ)精神障害者である
   短時間労働者の数

(ﾖ)精神障害者の数

  ［(ﾇ×2)+ﾙ+ｦ+(ﾜ×0.5)］

(ｶ)知的障害者の数

(ﾜ)重度知的障害者以外の知的障
   害者である短時間労働者の数

(ｦ)重度知的障害者である
   短時間労働者の数

(ﾙ)重度知的障害者以外の
   知的障害者の数

(ﾇ)重度知的障害者の数

  ［(ﾎ×2)+ﾍ+ﾄ+(ﾁ×0.5)］

(ﾘ)身体障害者の数

(ﾁ)重度身体障害者以外の身体障
   害者である短時間労働者の数

(ﾄ)重度身体障害者である
   短時間労働者の数

人

(ﾆ)法定雇用障害者の算定の基礎
　 となる労働者の数 人 人 人

(ﾎ)重度身体障害者の数

人 人 人

(ﾊ)常用雇用労働者の数
  ［ｲ+(ﾛ×0.5)］ 人 人 人 人 人

(ﾛ)短時間労働者の数

⑦　事業所の所在地

人 人

(ｲ)常用雇用労働者の数
　（短時間労働者を除く） 人 人 人 人

⑩　常用雇用労働者の数

⑨　除外率

(TEL

区     分 合　計 Ｃ　事業所別の内訳

④　適用事業所番号

⑥　事業所の区分
　１　特例子会社に含まれる事業所
　２　指定就労継続支援Ａ型事業所
　３　上記１及び２以外

⑤　事業所の名称

法人名称

(ふりがな)  法人にあって
 は主たる事業
 所の所在地氏名又は代表

者氏名

①　事業
　の種類

産業
分類

(ふりがな)

住　所

〒

令和 日 公共職業安定所長　殿

②
事業所
の数

― 障 害 者 雇 用 状 況 報 告 書
令和

（日本産業規格Ａ列４）

―

年 ６月 １日現在  
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様式第６号 （裏面）

〔注意〕

１ 障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「法」という。）第45条、第45条の２又は第45条

の３の特例の認定を受けた事業主については、この様式は使用せず、それぞれ様式第６号の２、

様式第６号の３又は様式第６号の４を使用すること。

２ ①欄には、当該企業の主たる事業の種類を日本標準産業分類の中分類により、産業分類番号

及び名称を記載し、同欄の下段には、例えば、「ボール盤製造」、「自動車ボデーのプレス加

工」などのように事業の内容を詳しく記載すること。

３ ②欄には、当該企業に属する本社、支社、支店、営業所、工場、事務所等全ての事業所の合

計数を記載すること。

４ ⑥欄には、法第44条の特例における子会社に含まれる事業所である場合は「１」を、指定就

労継続支援Ａ型事業所（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ

く指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令

第171号）第186条第１項に規定する指定就労継続支援Ａ型事業所をいう。）の場合は「２」を

、それ以外の事業所である場合は「３」を記載すること。

５ ⑧欄には、当該事業所の主たる事業の種類が障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則別

表第４の除外率設定業種欄に掲げる業種に該当する場合においてのみ、当該主たる事業の内容

を具体的に記載すること。

６ ⑨欄には、⑧欄に記載した事業の種類に係る除外率を記載すること。

７ ⑩(ｲ)欄並びに⑪(ﾎ)、(ﾍ)、(ﾇ)、(ﾙ)及び(ﾖ)欄には、短時間労働者の数を含めないこと。

８ ⑩(ﾆ)欄には、⑩(ﾊ)欄の数に⑨欄の除外率を乗じて得た数（その数に１人未満の端数がある

ときは、その端数を切り捨てた数）を⑩(ﾊ)欄の数から控除した数を記載すること。

９ ⑪欄及び⑫欄の（ ）内には、内数として、本年６月１日以前１年間に新規に雇い入れた者

の数を記載すること。

９－２ ⑪(ﾚ)欄には、精神障害者である短時間労働者であって、次のいずれかに該当する者の数

を記載すること。

①通報年の３年前の年に属する６月２日以降に雇い入れられた者であること

②通報年の３年前の年に属する６月２日より前に雇い入れられた者で、同日以後に精神障害

者保健福祉手帳を取得した者であること

10 ⑩(ﾊ)及び(ﾆ)欄、⑪(ﾘ)、(ｶ)及び(ｿ)欄並びに⑫欄には、小数点以下第１位まで記載すること。

11 ⑬欄には、小数点以下第３位を四捨五入した数を記載すること。

12 ⑭欄には、⑩(ﾆ)欄の数に法定雇用率を乗じて得た数（その数に１人未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた数）から、⑫欄の数を控除した数を記載すること（小数点以下第１

位まで記載すること。）。ただし、その数が０を下回る場合は、０を記載すること。

なお、法定雇用率は一般の企業にあっては100分の2.3、特殊法人（障害者の雇用の促進等に

関する法律施行令別表第２に掲げるものに限る。）にあっては100分の2.6であること。

13 Ｄ欄の身体障害者数には、種別ごとに実人数を記載すること。

14 Ｅ欄の障害者雇用推進者とは、法第78条第２項の規定に基づいて選任される者をいうもので

あること。
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様式第６号の２(1)（第４条関係）（表面）

　 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第８条の規定により、
　 下記のとおり報告します。 年 月

―

― ― )

1：特例子会社　　　2：関係会社

―

― ― )

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

％ ％ ％ ％ ％

人 人 人 人 人 人

㉑　常用雇用身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

( ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

　
Ｃ
　
雇
用
の
状
況

Ｄ　障害者の雇用の促進等に関する法律別表に掲げる種類別の身体障害者数

視覚障害者（第１号に該当する者）

聴覚又は平衡機能障害者
（第２号に該当する者）
音声・言語・そしゃく機能障害者
（第３号に該当する者）

肢体不自由者（第４号に該当する者）

内部障害（第５号に該当する者）

⑫
事業所
の数

産業
分類

Ｂ
　
会
社
名

㉒　　　     計

　［ﾖ+{(ﾀ-ﾚ)×0.5}+ﾚ］

⑦　特例子会社又は関係会社の別

　　　　（記載上の留意事項は、裏面にあります。）

安定所
処理欄

(ﾚ) (ﾀ)のうち 裏面 13-2
　　に該当する者の数

Ａ
　
親
事
業
主

⑥　法人番号

㉓　実雇用率

％ (㉒/⑳のﾆ×100)

㉔　身体障害者、知的障害者又は
　精神障害者の不足数
　［(⑳のﾆ×法定雇用率)-㉒］ 人

  　［㉑のﾘ+㉑のｶ+㉑のｿ］

(ｿ)精神障害者の数

(ﾀ)精神障害者である
   短時間労働者の数

(ﾖ)精神障害者の数

  ［(ﾇ×2)+ﾙ+ｦ+(ﾜ×0.5)］

(ｶ)知的障害者の数

(ﾜ)重度知的障害者以外の知的障
   害者である短時間労働者の数

(ｦ)重度知的障害者である
   短時間労働者の数

(ﾙ)重度知的障害者以外の
   知的障害者の数

(ﾇ)重度知的障害者の数

  ［(ﾎ×2)+ﾍ+ﾄ+(ﾁ×0.5)］

(ﾘ)身体障害者の数

(ﾁ)重度身体障害者以外の身体障
   害者である短時間労働者の数

(ﾄ)重度身体障害者である
   短時間労働者の数

(ﾍ)重度身体障害者以外の
   身体障害者の数

人

(ﾆ)法定雇用障害者の算定の基礎
　 となる労働者の数 人 人 人

(ﾎ)重度身体障害者の数

人 人 人

(ﾛ)短時間労働者の数

(ﾊ)常用雇用労働者の数
  ［ｲ+(ﾛ×0.5)］ 人 人 人 人 人

⑳　常用雇用労働者の数

(ｲ)常用雇用労働者の数
　（短時間労働者を除く） 人 人 人 人 人 人

区     分 合　計 Ｄ　事業所別の内訳

⑭　適用事業所番号

⑰　事業所の所在地

⑮　事業所の名称

⑯　事業所の区分
　１　特例子会社に含まれる事業所
　２　指定就労継続支援Ａ型事業所
　３　上記１及び２以外

⑲　除外率

(ふりがな)

⑩　主たる
　事務所の
　所在地

⑨　氏名又は
  代表者氏名

⑬　法人番号

(TEL

⑱　事業の内容

⑧　法人名称

(ふりがな)

〒
⑪　事業
　の種類

(ふりがな)

③　主たる
　事務所の
　所在地

〒

(TEL

①　法人名称

(ふりがな)

②　氏名又は
  代表者氏名

令和 日 公共職業安定所長　殿

⑤
事業所
の数

④　事業
　の種類

産業
分類

―

令和

障 害 者 雇 用 状 況 報 告 書
（法第45条の認定を受けた事業主用、事業主別）

（日本産業規格Ａ列４）

―

年 ６月 １日現在  
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様式第６号の２(1) （裏面）

〔注意〕

１ この報告書は、障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「法」という。）第45条の特例の認

定を受けた事業主の身体障害者、知的障害者又は精神障害者の雇用状況（法第44条の特例におけ

る子会社（以下単に「特例子会社」という。）及び法第45条の特例における関係会社（以下単に

「関係会社」という。）に雇用される労働者を含む。）について作成するものとし、この報告書

により雇用状況を報告する労働者を現に雇用している事業主（以下単に「実際の雇用主」という

。）ごとにそれぞれ別葉とすること。

２ ①欄には、親事業主が個人である場合には当該親事業主の氏名を記載すること。

３ ③欄には、親事業主が個人である場合には当該親事業主の住所を記載すること。

４ ④欄及び⑪欄には、当該企業の主たる事業の種類を日本標準産業分類の中分類により、産業分

類番号及び名称を記載し、同欄の下段には、例えば、「ボール盤製造」、「自動車ボデーのプレ

ス加工」などのように事業の内容を詳しく記載すること。

５ ⑤欄及び⑫欄には、当該企業に属する本社、支社、支店、営業所、工場、事務所等全ての事業

所の合計数を記載すること。

６ Ｂ欄には、実際の雇用主について記載すること。なお、実際の雇用主が親事業主である場合に

は、この欄は記載不要であるため、斜線を引くこと。

７ ⑦欄には、実際の雇用主が、特例子会社である場合には「１」を、関係会社である場合には「

２」を記載すること。

８ ⑯欄には、特例子会社に含まれる事業所である場合は「１」を、指定就労継続支援Ａ型事業所

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス

の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第171号）第186条第１項に

規定する指定就労継続支援Ａ型事業所をいう。）の場合は「２」を、それ以外の事業所である場

合は「３」を記載すること。

９ ⑱欄には、当該事業所の主たる事業の種類が障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則別表

第４の除外率設定業種欄に掲げる業種に該当する場合においてのみ、当該主たる事業の内容を具

体的に記載すること。

10 ⑲欄には⑱欄に記載した事業の種類に係る除外率を記載すること。

11 ⑳(ｲ)欄並びに㉑(ﾎ)、(ﾍ)、(ﾇ)、(ﾙ)及び(ﾖ)欄には、短時間労働者を含めないこと。

12 ⑳(ﾆ)欄には、⑳(ﾊ)欄の数に⑲欄の除外率を乗じて得た数（その数に１人未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てた数）を⑳(ﾊ)欄の数から控除した数を記載すること。

13 ㉑欄及び㉒欄の（ ）内には、内数として、本年６月１日以前１年間に新規に雇い入れた者の

数を記載すること。

13－２ ㉑(ﾚ)欄には、精神障害者である短時間労働者であって、次のいずれかに該当する者の数

を記載すること。

①通報年の３年前の年に属する６月２日以降に雇い入れられた者であること

②通報年の３年前の年に属する６月２日より前に雇い入れられた者で、同日以後に精神障害

者保健福祉手帳を取得した者であること

14 ⑳(ﾊ)及び(ﾆ)欄、㉑(ﾘ)、(ｶ)及び(ｿ)欄並びに㉒欄には、小数点以下第１位まで記載すること。

15 ㉓欄には、小数点以下第３位を四捨五入した数を記載すること。

16 ㉔欄には、⑳(ﾆ)欄の数に法定雇用率を乗じて得た数（その数に１人未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた数）から、㉒欄の数を控除した数を記載すること（小数点以下第１位まで

記載すること。）。ただし、その数が０を下回る場合は、０を記載すること。

なお、法定雇用率は一般の企業にあっては100分の2.3であること。

17 Ｄ欄の身体障害者数には、種別ごとに実人数を記載すること。
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様式第６号の２(2)（第４条関係）（表面）

　 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第８条の規定により、
　 下記のとおり報告します。 年 月

―

― ― )

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

人 人 人 人 人 人

⑩　常用雇用身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

( ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

音声・言語・そしゃく機能障害者
（第３号に該当する者）

肢体不自由者（第４号に該当する者）

内部障害（第５号に該当する者）

公共職業安定所長　殿

―

令和

障 害 者 雇 用 状 況 報 告 書
（法第45条の認定を受けた事業主用、グループ全体）

（日本産業規格Ａ列４）

③　主たる
　事務所の
　所在地

〒

　
Ｂ
　
雇
用
の
状
況

Ｄ　障害者の雇用の促進等に関する法律別表に掲げる種類別の身体障害者数

視覚障害者（第１号に該当する者）

聴覚又は平衡機能障害者
（第２号に該当する者）

 (⑪/⑨のﾆ×100)

⑬　身体障害者、知的障害者又は
　精神障害者の不足数
　［(⑨のﾆ×法定雇用率)-⑪］

  　［⑩のﾘ+⑩のｶ+⑩のｿ］

　［ﾖ+{(ﾀ-ﾚ)×0.5}+ﾚ］

　　　　（記載上の留意事項は、裏面にあります。）

安定所
処理欄

Ａ
　
親
事
業
主

④　法人番号

 Ｅ 障害者
 雇用推進者

役職名 氏名 Ｆ 記入
担当者

所属部課名 氏名

⑫　実雇用率

％

人

⑪　　　     計

(ｿ)精神障害者の数

(ﾚ) (ﾀ)のうち 裏面 7-2
　　に該当する者の数

(ﾀ)精神障害者である
   短時間労働者の数

(ﾖ)精神障害者の数

  ［(ﾇ×2)+ﾙ+ｦ+(ﾜ×0.5)］

(ｶ)知的障害者の数

(ﾜ)重度知的障害者以外の知的障
   害者である短時間労働者の数

(ｦ)重度知的障害者である
   短時間労働者の数

(ﾙ)重度知的障害者以外の
   知的障害者の数

(ﾇ)重度知的障害者の数

  ［(ﾎ×2)+ﾍ+ﾄ+(ﾁ×0.5)］

(ﾘ)身体障害者の数

(ﾁ)重度身体障害者以外の身体障
   害者である短時間労働者の数

(ﾄ)重度身体障害者である
   短時間労働者の数

(ﾍ)重度身体障害者以外の
   身体障害者の数

人

(ﾆ)法定雇用障害者の算定の基礎
   となる労働者の数 人 人 人

(ﾎ)重度身体障害者の数

人 人 人

(ﾛ)短時間労働者の数

(ﾊ)常用雇用労働者の数
  ［ｲ+(ﾛ×0.5)］ 人 人 人 人 人

⑨　常用雇用労働者の数

(ｲ)常用雇用労働者の数
　（短時間労働者を除く） 人 人 人 人 人 人

⑦　名称及び代表者の氏名

区     分 合　計 Ｃ　事　業　主　ご　と　の　内　訳

⑤　適用事業所番号

⑥　親事業主・特例子会社・関係
   会社の別

⑧　主たる事務所の所在地

令和 日

①　法人名称

(ふりがな)

②　氏名又は
  代表者氏名

(ふりがな)

(TEL

―

年 ６月 １日現在  
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様式第６号の２(2) （裏面）

〔注意〕

１ この報告書は、障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「法」という。）第45条の特例の

認定を受けた事業主の身体障害者、知的障害者又は精神障害者の雇用状況（法第44条の特例に

おける子会社（以下単に「特例子会社」という。）及び法第45条の特例における関係会社（以

下単に「関係会社」という。）に雇用される労働者を含む。）について作成すること。

２ 親事業主が個人である場合には、①欄及び⑦欄については当該親事業主の氏名を記載するこ

と。

３ 親事業主が個人である場合には、③欄及び⑧欄については当該親事業主の住所を記載するこ

と。

４ ⑥欄については、指定就労継続支援Ａ型事業所（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基

準（平成18年厚生労働省令第171号）第186条第１項に規定する指定就労継続支援Ａ型事業所を

いう。以下「Ａ型事業所」という。）を含まない親事業主の場合は「１」を、Ａ型事業所を含

む親事業主の場合は「２」を、特例子会社の場合は「３」を、Ａ型事業所を含まない関係会社

の場合は「４」を、Ａ型事業所を含む関係会社の場合は「５」を記載すること。

この際、親事業主、特例子会社、Ａ型事業所を含まない関係会社、Ａ型事業所を含む関係会

社の順に記載すること。

５ ⑨(ｲ)欄並びに⑩(ﾎ)、(ﾍ)、(ﾇ)、(ﾙ)及び(ﾖ)欄には、短時間労働者の数は含めないこと。

６ Ｃの⑨欄から⑪欄までについては、事業主ごとに、様式第６号の２(1)「障害者雇用状況報

告書（法第45条の認定を受けた事業主用、事業所別）」のＣの⑳欄から㉒欄までに記載した数

字を記載すること。

７ ⑩欄及び⑪欄の（ ）内には、内数として、本年６月１日以前１年間に新規に雇い入れた者

の数を記載すること。

７－２ ⑩(ﾚ)欄には、精神障害者である短時間労働者であって、次のいずれかに該当する者の数

を記載すること。

①通報年の３年前の年に属する６月２日以降に雇い入れられた者であること

②通報年の３年前の年に属する６月２日より前に雇い入れられた者で、同日以後に精神障

害者保健福祉手帳を取得した者であること

８ ⑨(ﾊ)及び(ﾆ)欄、⑩(ﾘ)、(ｶ)及び(ｿ)欄並びに⑪欄には、小数点以下第１位まで記載すること。

９ ⑫欄には、小数点以下第３位を四捨五入した数を記載すること。

10 ⑬欄には、⑨(ﾆ)欄の数に法定雇用率を乗じて得た数（その数に１人未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた数）から、⑪欄の数を控除した数を記載すること（小数点以下第１位まで

記載すること。）。ただし、その数が０を下回る場合は、０を記載すること。

なお、法定雇用率は一般の企業にあっては100分の2.3であること。

11 Ｄ欄の身体障害者数には、種別ごとに実人数を記載すること。
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様式第６号の３(1)（第４条関係）（表面）

　 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第８条の規定により、
　 下記のとおり報告します。 年 月

―

― ― )

―

― ― )

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

％ ％ ％ ％ ％

人 人 人 人 人 人

⑳　常用雇用身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ） （ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ） （ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ） （ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ） （ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ） （ ）

人 人 人 人 人 人

( ） （ ） （ ）（ ）（ ） （ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ） （ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ） （ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ） （ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ） （ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ） （ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ） （ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ） （ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ） （ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ） （ ）

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

聴覚又は平衡機能障害者
（第２号に該当する者）

音声・言語・そしゃく機能障害者
（第３号に該当する者）

肢体不自由者（第４号に該当する者）

内部障害（第５号に該当する者）

―
障 害 者 雇 用 状 況 報 告 書

（法第45条の２の認定を受けた事業主用、事業主別）

Ｂ
　
関
係
子
会
社

　　　　（記載上の留意事項は、裏面にあります。）

安定所
処理欄

(ｿ)精神障害者の数

　
Ｃ
　
雇
用
の
状
況

Ｅ　障害者の雇用の促進等に関する法律別表に掲げる種類別の身体障害者数

視覚障害者（第１号に該当する者）

　［ﾖ+{(ﾀ-ﾚ)×0.5}+ﾚ］

⑫　法人番号

㉒　実雇用率

％ (㉑/⑲のﾆ×100)

㉓　身体障害者、知的障害者又は
　精神障害者の不足数
　［(⑲のﾆ×法定雇用率)-㉑］ 人

  　［⑳のﾘ+⑳のｶ+⑳のｿ］

㉑　　　     計

(ﾚ) (ﾀ)のうち 裏面 12-2
　　に該当する者の数

(ﾀ)精神障害者である
   短時間労働者の数

(ﾖ)精神障害者の数

  ［(ﾇ×2)+ﾙ+ｦ+(ﾜ×0.5)］

(ｶ)知的障害者の数

(ﾜ)重度知的障害者以外の知的障
   害者である短時間労働者の数

(ｦ)重度知的障害者である
   短時間労働者の数

(ﾙ)重度知的障害者以外の
   知的障害者の数

(ﾇ)重度知的障害者の数

  ［(ﾎ×2)+ﾍ+ﾄ+(ﾁ×0.5)］

(ﾘ)身体障害者の数

(ﾁ)重度身体障害者以外の身体障
   害者である短時間労働者の数

(ﾄ)重度身体障害者である
   短時間労働者の数

(ﾍ)重度身体障害者以外の
   身体障害者の数

(ﾎ)重度身体障害者の数

人 人 人

人 人

(ﾆ)法定雇用障害者の算定の基礎
   となる労働者の数 人 人 人

(ﾊ)常用雇用労働者の数
  ［ｲ+(ﾛ×0.5)］ 人 人 人 人

(ﾛ)短時間労働者の数

⑲　常用雇用労働者の数

(ｲ)常用雇用労働者の数
　（短時間労働者を除く） 人 人 人 人 人 人

⑭　事業所の名称

⑮　事業所の区分
　１　指定就労継続支援Ａ型事業所

　２　上記１以外

⑰　事業の内容

⑬　適用事業所番号

⑯　事業所の所在地

⑱　除外率

区     分 合　計 Ｄ　事業所別の内訳

⑪
事業所
の数

⑦　法人名称

(ふりがな)

⑧　氏名又は
  代表者氏名

⑩　事業
　の種類

産業
分類

(ふりがな)

⑨　主たる
　事務所の
　所在地

〒

Ａ
　
親
事
業
主

(ふりがな)

③　主たる
　事務所の
　所在地

〒

(TEL

(TEL

⑥　法人番号

公共職業安定所長　殿

令和

④　事業
　の種類

産業
分類

（日本産業規格Ａ列４）

―

⑤
事業所
の数

①　法人名称

(ふりがな)

②　氏名又は
  代表者氏名

年 ６月 １日現在  

令和 日
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様式第６号の３(1) （裏面）

〔注意〕

１ この報告書は、障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「法」という。）第45条の２の特例

の認定を受けた事業主の身体障害者、知的障害者又は精神障害者の雇用状況（法第45条の２の特

例における関係子会社（以下単に「関係子会社」という。）に雇用される労働者を含む。）につ

いて作成するものとし、この報告書により雇用状況を報告する労働者を現に雇用している事業主

（以下単に「実際の雇用主」という。）ごとにそれぞれ別葉とすること。

２ ①欄には、親事業主が個人である場合には当該親事業主の氏名を記載すること。

３ ③欄には、親事業主が個人である場合には当該親事業主の住所を記載すること。

４ ④欄及び⑩欄には、当該企業の主たる事業の種類を日本標準産業分類の中分類により、産業分

類番号及び名称を記載し、同欄の下段には、例えば、「ボール盤製造」、「自動車ボデーのプレ

ス加工」などのように事業の内容を詳しく記載すること。

５ ⑤欄及び⑪欄には、当該企業に属する本社、支社、支店、営業所、工場、事務所等全ての事業

所の合計数を記載すること。

６ Ｂ欄には、実際の雇用主について記載すること。なお、実際の雇用主が親事業主である場合に

は、この欄は記載不要であるため、斜線を引くこと。

７ ⑮欄には、指定就労継続支援Ａ型事業所（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18

年厚生労働省令第171号）第186条第１項に規定する指定就労継続支援Ａ型事業所をいう。）の場

合は「１」を、それ以外の事業所である場合は「２」を記載すること。

８ ⑰欄には、当該事業所の主たる事業の種類が障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則別表

第４の除外率設定業種欄に掲げる業種に該当する場合においてのみ、当該主たる事業の内容を具

体的に記載すること。

９ ⑱欄には、⑰欄に記載した事業の種類に係る除外率を記載すること。

10 ⑲(ｲ)欄並びに⑳(ﾎ)、(ﾍ)、(ﾇ)、(ﾙ)及び(ﾖ)欄には、短時間労働者の数は含めないこと。

11 ⑲(ﾆ)欄には、⑲(ﾊ)欄の数に⑱欄の除外率を乗じて得た数（その数に１人未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てた数）を⑲(ﾊ)欄の数から控除した数を記載すること。

12 ⑳欄及び㉑欄の（ ）内には、内数として、本年６月１日以前１年間に新規に雇い入れた者の

数を記載すること。

12－２ ⑳(ﾚ)欄には、精神障害者である短時間労働者であって、次のいずれかに該当する者の数

を記載すること。

①通報年の３年前の年に属する６月２日以降に雇い入れられた者であること

②通報年の３年前の年に属する６月２日より前に雇い入れられた者で、同日以後に精神障害

者保健福祉手帳を取得した者であること

13 ⑲(ﾊ)及び(ﾆ)欄、⑳(ﾘ)、(ｶ)及び(ｿ)欄並びに㉑欄には、小数点以下第１位まで記載すること。

14 ㉒欄には、小数点以下第３位を四捨五入した数を記載すること。

15 ㉓欄には、⑲(ﾆ)欄の数に法定雇用率を乗じて得た数（その数に１人未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた数）から、㉑欄の数を控除した数を記載すること（小数点以下第１位まで

記載すること。）。ただし、その数が０を下回る場合は、０を記載すること。

なお、法定雇用率は一般の企業にあっては100分の2.3であること。

16 Ｅ欄の身体障害者数には、種別ごとに実人数を記載すること。
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様式第６号の３(2)（第４条関係）（表面）

　 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第８条の規定により、
　 下記のとおり報告します。 年 月

―

― ― )

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

人 人 人 人 人 人

⑩　常用雇用身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

( ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人内部障害（第５号に該当する者）

Ａ
　
親
事
業
主

　
Ｂ
　
雇
用
の
状
況

Ｄ　障害者の雇用の促進等に関する法律別表に掲げる種類別の身体障害者数

視覚障害者（第１号に該当する者）

聴覚又は平衡機能障害者
（第２号に該当する者）

音声・言語・そしゃく機能障害者
（第３号に該当する者）

肢体不自由者（第４号に該当する者）

 (⑪/⑨のﾆ×100)

人

％

(ｿ)精神障害者の数

  　［⑩のﾘ+⑩のｶ+⑩のｿ］

⑪　　　     計

　　　　（記載上の留意事項は、裏面にあります。）

安定所
処理欄

④　法人番号

 Ｅ 障害者
 雇用推進者

役職名 氏名 Ｆ 記入
担当者

所属部課名 氏名

⑫　実雇用率

⑬　身体障害者、知的障害者又は
　精神障害者の不足数
　［(⑨のﾆ×法定雇用率)-⑪］

　［ﾖ+{(ﾀ-ﾚ)×0.5}+ﾚ］

(ﾚ) (ﾀ)のうち 裏面 7-2
　　に該当する者の数

(ﾀ)精神障害者である
   短時間労働者の数

(ﾖ)精神障害者の数

  ［(ﾇ×2)+ﾙ+ｦ+(ﾜ×0.5)］

(ｶ)知的障害者の数

(ﾜ)重度知的障害者以外の知的障
   害者である短時間労働者の数

(ｦ)重度知的障害者である
   短時間労働者の数

(ﾙ)重度知的障害者以外の
   知的障害者の数

(ﾇ)重度知的障害者の数

  ［(ﾎ×2)+ﾍ+ﾄ+(ﾁ×0.5)］

(ﾘ)身体障害者の数

(ﾁ)重度身体障害者以外の身体障
   害者である短時間労働者の数

(ﾄ)重度身体障害者である
   短時間労働者の数

(ﾍ)重度身体障害者以外の
   身体障害者の数

人

(ﾆ)法定雇用障害者の算定の基礎
   となる労働者の数 人 人 人

(ﾎ)重度身体障害者の数

人 人 人

(ﾛ)短時間労働者の数

(ﾊ)常用雇用労働者の数
  ［ｲ+(ﾛ×0.5)］ 人 人 人 人 人

⑨　常用雇用労働者の数

(ｲ)常用雇用労働者の数
　（短時間労働者を除く） 人 人 人 人 人 人

⑦　名称及び代表者の氏名

区     分 合　計 Ｃ　事　業　主　ご　と　の　内　訳

⑤　適用事業所番号

⑥　親事業主・関係子会社の別

⑧　主たる事務所の所在地

①　法人名称

(ふりがな)

②　氏名又は
  代表者氏名

(ふりがな)

③　主たる
　事務所の
　所在地

〒

(TEL

令和 日 公共職業安定所長　殿

―

令和

障 害 者 雇 用 状 況 報 告 書
（法第45条の２の認定を受けた事業主用、グループ全体）

（日本産業規格Ａ列４）

―

年 ６月 １日現在  
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様式第６号の３(2) （裏面）

〔注意〕

１ この報告書は、障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「法」という。）第45条の２の特

例の認定を受けた事業主の身体障害者、知的障害者又は精神障害者の雇用状況（法第45条の２

の特例における関係子会社（以下単に「関係子会社」という。）に雇用される労働者を含む。

）について作成すること。

２ 親事業主が個人である場合には、①欄及び⑦欄については当該親事業主の氏名を記載するこ

と。

３ 親事業主が個人である場合には、③欄及び⑧欄については当該親事業主の住所を記載するこ

と。

４ ⑥欄については、指定就労継続支援Ａ型事業所（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基

準（平成18年厚生労働省令第171号）第186条第１項に規定する指定就労継続支援Ａ型事業所を

いう。以下「Ａ型事業所」という。）を含まない親事業主の場合は「１」を、Ａ型事業所を含

む親事業主の場合は「２」を、Ａ型事業所を含まない関係子会社の場合は「３」を、Ａ型事業

所を含む関係会社の場合は「４」を記載すること。

この際、親事業主、Ａ型事業所を含まない関係子会社、Ａ型事業所を含む関係子会社の順に

記載すること。

５ ⑨(ｲ)欄並びに⑩(ﾎ)、(ﾍ)、(ﾇ)、(ﾙ)及び(ﾖ)欄には、短時間労働者を含めないこと。

６ Ｃの⑨欄から⑪欄までについては、事業主ごとに、様式第６号の３(1)「障害者雇用状況報

告書（法第45条の２の認定を受けた事業主用、事業所別）」のＣの⑲欄から㉑欄までに記載し

た数字を記載すること。

７ ⑩欄及び⑪欄の（ ）内には、内数として、本年６月１日以前１年間に新規に雇い入れた者

の数を記載すること。

７－２ ⑩(ﾚ)欄には、精神障害者である短時間労働者であって、次のいずれかに該当する者の数

を記載すること。

①通報年の３年前の年に属する６月２日以降に雇い入れられた者であること

②通報年の３年前の年に属する６月２日より前に雇い入れられた者で、同日以後に精神障

害者保健福祉手帳を取得した者であること

８ ⑨(ﾊ)及び(ﾆ)欄、⑩(ﾘ)、(ｶ)及び(ｿ)欄並びに⑪欄には、小数点以下第１位まで記載すること。

９ ⑫欄には、小数点以下第３位を四捨五入した数を記載すること。

10 ⑬欄には、⑨(ﾆ)欄の数に法定雇用率を乗じて得た数（その数に１人未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた数）から、⑪欄の数を控除した数を記載すること（小数点以下第１位まで

記載すること。）。ただし、その数が０を下回る場合は、０を記載すること。

なお、法定雇用率は一般の企業にあっては100分の2.3であること。

11 Ｄ欄の身体障害者数には、種別ごとに実人数を記載すること。
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様式第６号の４(1)（第４条関係）（表面）

　 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第８条の規定により、
　 下記のとおり報告します。 年 月

―

― ― )

―

― ― )

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

％ ％ ％ ％ ％

人 人 人 人 人 人

⑳　常用雇用身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数
人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ）（ ）
人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ）（ ）
人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ）（ ）
人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ）（ ）
人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ）（ ）
人 人 人 人 人 人

( ） （ ） （ ）（ ）（ ）（ ）
人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ）（ ）
人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ）（ ）
人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ）（ ）
人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ）（ ）
人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ）（ ）
人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ）（ ）
人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ）（ ）
人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ）（ ）
人 人 人 人 人 人

（ ） （ ） （ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

肢体不自由者（第４号に該当する者）

内部障害（第５号に該当する者）

(TEL

〒

(TEL

　
Ｃ
　
雇
用
の
状
況

Ｅ　障害者の雇用の促進等に関する法律別表に掲げる種類別の身体障害者数
視覚障害者（第１号に該当する者）

聴覚又は平衡機能障害者
（第２号に該当する者）

音声・言語・そしゃく機能障害者
（第３号に該当する者）

Ｂ
　
特
定
事
業
主

⑫　法人番号

⑪
事業所
の数⑦　法人名称

　［ﾖ+{(ﾀ-ﾚ)×0.5}+ﾚ］

(ｿ)精神障害者の数

　　　　（記載上の留意事項は、裏面にあります。）

安定所
処理欄

⑥　法人番号

㉒ 実雇用率

％ (㉑/⑲のﾆ×100)

㉓ 身体障害者、知的障害者又は
　精神障害者の不足数
　［(⑲のﾆ×法定雇用率)-㉑］ 人

  　［⑳のﾘ+⑳のｶ+⑳のｿ］
㉑　　　     計

(ﾚ) (ﾀ)のうち 裏面 10-2
　　に該当する者の数

(ﾀ)精神障害者である
   短時間労働者の数

(ﾖ)精神障害者の数

  ［(ﾇ×2)+ﾙ+ｦ+(ﾜ×0.5)］

(ｶ)知的障害者の数

(ﾜ)重度知的障害者以外の知的障
   害者である短時間労働者の数

(ｦ)重度知的障害者である
   短時間労働者の数

(ﾙ)重度知的障害者以外の
   知的障害者の数

(ﾇ)重度知的障害者の数

  ［(ﾎ×2)+ﾍ+ﾄ+(ﾁ×0.5)］

(ﾘ)身体障害者の数

(ﾁ)重度身体障害者以外の身体障
   害者である短時間労働者の数

(ﾄ)重度身体障害者である
   短時間労働者の数

(ﾍ)重度身体障害者以外の
   身体障害者の数

人
(ﾆ)法定雇用障害者の算定の基礎
　 となる労働者の数 人 人 人

(ﾎ)重度身体障害者の数

人 人 人

(ﾛ)短時間労働者の数

(ﾊ)常用雇用労働者の数
  ［ｲ+(ﾛ×0.5)］ 人 人 人 人 人

⑮　事業所の区分
　１　指定就労継続支援Ａ型事業所
　２　上記１以外

⑲　常用雇用労働者の数
(ｲ)常用雇用労働者の数
　（短時間労働者を除く） 人 人 人 人 人 人

⑰　事業の内容

区     分 合　計 Ｄ　事業所別の内訳

⑬　適用事業所番号

⑯　事業所の所在地

⑭　事業所の名称

⑱　除外率

⑩　事業
　の種類

産業
分類

(ふりがな)

⑨　主たる
　事務所の
　所在地

(ふりがな)

③　主たる
　事務所の
　所在地

〒

(ふりがな)

⑧　氏名又は
  代表者氏名

Ａ
　
事
業
協
同
組
合
等

年 ６月 １日現在  

令和 日 公共職業安定所長　殿

⑤
事業所
の数①　法人名称

(ふりがな)

②　氏名又は
  代表者氏名

④　事業
　の種類

産業
分類

―

令和

障 害 者 雇 用 状 況 報 告 書
（法第45条の３の認定を受けた事業協同組合等用、事業主別）

（日本産業規格Ａ列４）

―
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様式第６号の４(1) （裏面）

〔注意〕

１ この報告書は、障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「法」という。）第45条の３の特

例の認定を受けた事業協同組合等の身体障害者、知的障害者又は精神障害者の雇用状況（法第

45条の３の特例における特定事業主（以下単に「特定事業主」という。）に雇用される労働者

を含む。）について作成するものとし、この報告書により雇用状況を報告する労働者を現に雇

用している事業主（以下単に「実際の雇用主」という。）ごとにそれぞれ別葉とすること。

２ ④欄及び⑩欄には、当該事業協同組合等又は企業の主たる事業の種類を日本標準産業分類の

中分類により、産業分類番号及び名称を記載し、同欄の下段には、例えば、「ボール盤製造」、

「自動車ボデーのプレス加工」などのように事業の内容を詳しく記載すること。

３ ⑤欄及び⑪欄には、当該事業協同組合等又は企業に属する本社、支社、支店、営業所、工場、

事務所等全ての事業所の合計数を記載すること。

４ Ｂ欄には、実際の雇用主について記載すること。なお、実際の雇用主が事業協同組合等であ

る場合には、この欄は記載不要であるため、斜線を引くこと。

５ ⑮欄には、指定就労継続支援Ａ型事業所（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平

成18年厚生労働省令第171号）第186条第１項に規定する指定就労継続支援Ａ型事業所をいう。

）の場合は「１」を、それ以外の事業所である場合は「２」を記載すること。

６ ⑰欄には、当該事業所の主たる事業の種類が障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則別

表第４の除外率設定業種欄に掲げる業種に該当する場合においてのみ、当該主たる事業の内容

を具体的に記載すること。

７ ⑱欄には、⑰欄に記載した事業の種類に係る除外率を記載すること。

８ ⑲(ｲ)欄並びに⑳(ﾎ)、(ﾍ)、(ﾇ)、(ﾙ)及び(ﾖ)欄には、短時間労働者の数は含めないこと。

９ ⑲(ﾆ)欄には、⑲(ﾊ)欄の数に⑱欄の除外率を乗じて得た数（その数に１人未満の端数がある

ときは、その端数を切り捨てた数）を⑲(ﾊ)欄の数から控除した数を記載すること。

10 ⑳欄及び㉑欄の（ ）内には、内数として、本年６月１日以前１年間に新規に雇い入れた者

の数を記載すること。

10－２ ⑳(ﾚ)欄には、精神障害者である短時間労働者であって、次のいずれかに該当する者の数

を記載すること。

①通報年の３年前の年に属する６月２日以降に雇い入れられた者であること

②通報年の３年前の年に属する６月２日より前に雇い入れられた者で、同日以後に精神障

害者保健福祉手帳を取得した者であること

11 ⑲(ﾊ)及び(ﾆ)欄、⑳(ﾘ)、(ｶ)及び(ｿ)欄並びに㉑欄には、小数点以下第１位まで記載すること。

12 ㉒欄には、小数点以下第３位を四捨五入した数を記載すること。

13 ㉓欄には、⑲(ﾆ)欄の数に法定雇用率を乗じて得た数（その数に１人未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた数）から、㉑欄の数を控除した数を記載すること（小数点以下第１位まで

記載すること。）。ただし、その数が０を下回る場合は、０を記載すること。

なお、法定雇用率は一般の企業にあっては100分の2.3であること。

14 Ｅ欄の身体障害者数には、種別ごとに実人数を記載すること。
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様式第６号の４(2)（第４条関係）（表面）

　 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第８条の規定により、
　 下記のとおり報告します。 年 月

―

― ― )

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

人 人 人 人 人 人

⑩　常用雇用身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

( ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

Ｄ　障害者の雇用の促進等に関する法律別表に掲げる種類別の身体障害者数

視覚障害者（第１号に該当する者）

聴覚又は平衡機能障害者
（第２号に該当する者）

音声・言語・そしゃく機能障害者
（第３号に該当する者）

肢体不自由者（第４号に該当する者）

内部障害（第５号に該当する者）

　
Ｂ
　
雇
用
の
状
況

(ｿ)精神障害者の数

(ﾛ)短時間労働者の数

Ａ
　
事
業
協
同
組
合
等

  　［⑩のﾘ+⑩のｶ+⑩のｿ］

　［ﾖ+{(ﾀ-ﾚ)×0.5}+ﾚ］

　　　　（記載上の留意事項は、裏面にあります。）

安定所
処理欄

④　法人番号

 Ｅ 記入
　　担当者

所属部課名 氏名

⑫　実雇用率

％ (⑪/⑨のﾆ×100)

⑬　身体障害者、知的障害者又は
　精神障害者の不足数
　［(⑨のﾆ×法定雇用率)-⑪］ 人

⑪　　　     計

(ﾚ) (ﾀ)のうち 裏面 5-2
　　に該当する者の数

(ﾀ)精神障害者である
   短時間労働者の数

(ﾖ)精神障害者の数

  ［(ﾇ×2)+ﾙ+ｦ+(ﾜ×0.5)］

(ｶ)知的障害者の数

(ﾜ)重度知的障害者以外の知的障
   害者である短時間労働者の数

(ｦ)重度知的障害者である
   短時間労働者の数

(ﾙ)重度知的障害者以外の
   知的障害者の数

(ﾇ)重度知的障害者の数

  ［(ﾎ×2)+ﾍ+ﾄ+(ﾁ×0.5)］

(ﾘ)身体障害者の数

(ﾁ)重度身体障害者以外の身体障
   害者である短時間労働者の数

(ﾄ)重度身体障害者である
   短時間労働者の数

(ﾍ)重度身体障害者以外の
   身体障害者の数

人

(ﾆ)法定雇用障害者の算定の基礎
   となる労働者の数 人 人 人

(ﾎ)重度身体障害者の数

人 人 人

(ﾊ)常用雇用労働者の数
  ［ｲ+(ﾛ×0.5)］ 人 人 人 人 人

⑨　常用雇用労働者の数

(ｲ)常用雇用労働者の数
　（短時間労働者を除く） 人 人 人 人 人 人

⑦　名称及び代表者の氏名

区     分 合　計 Ｃ　事　業　主　ご　と　の　内　訳

⑤　適用事業所番号

⑥　事業協同組合等・特定事
　業主の別

⑧　主たる事務所の所在地

①　法人名称

(ふりがな)

(ふりがな)

③　主たる
　事務所の
　所在地

〒

(TEL

②　氏名又は
  代表者氏名

令和 日 公共職業安定所長　殿

―

令和

障 害 者 雇 用 状 況 報 告 書
（法第45条の３の認定を受けた事業協同組合等用、グループ全体）

（日本産業規格Ａ列４）

―

年 ６月 １日現在  
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様式第６号の４(2) （裏面）

〔注意〕

１ この報告書は、障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「法」という。）第45条の３の特

例の認定を受けた事業協同組合等の身体障害者、知的障害者又は精神障害者の雇用状況（法第

45条の３の特例における特定事業主（以下単に「特定事業主」という。）に雇用される労働者

を含む。）について作成すること。

２ ⑥欄については、事業協同組合等の場合は「１」を、指定就労継続支援Ａ型事業所（障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業

等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第171号）第186条第１項に規定

する指定就労継続支援Ａ型事業所をいう。以下「Ａ型事業所」という。）を含まない特定事業

主の場合は「２」を、Ａ型事業所を含む特定事業主の場合は「３」を記載すること。

この際、事業協同組合等、Ａ型事業所を含まない特定事業主、Ａ型事業主を含む特定事業主

の順に記載すること。

３ ⑨(ｲ)欄並びに⑩(ﾎ)、(ﾍ)、(ﾇ)、(ﾙ)及び(ﾖ)欄には、短時間労働者を含めないこと。

４ Ｃの⑨欄から⑪欄までについては、事業主ごとに、様式第６号の４(1)「障害者雇用状況報告

書（法第45条の３の認定を受けた事業協同組合等用、事業主別）」のＣの⑲欄から㉑欄までに

記載した数字を記載すること。

５ ⑩欄及び⑪欄の（ ）内には、内数として、本年６月１日以前１年間に新規に雇い入れた者

の数を記載すること。

５－２ ⑩(ﾚ)欄には、精神障害者である短時間労働者であって、次のいずれかに該当する者の数

を記載すること。

①通報年の３年前の年に属する６月２日以降に雇い入れられた者であること

②通報年の３年前の年に属する６月２日より前に雇い入れられた者で、同日以後に精神障

害者保健福祉手帳を取得した者であること

６ ⑨(ﾊ)及び(ﾆ)欄、⑩(ﾘ)、(ｶ)及び(ｿ)欄並びに⑪欄には、小数点以下第１位まで記載すること。

７ ⑫欄には、小数点以下第３位を四捨五入した数を記載すること。

８ ⑬欄には、⑨(ﾆ)欄の数に法定雇用率を乗じて得た数（その数に１人未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた数）から、⑪欄の数を控除した数を記載すること（小数点以下第１位まで

記載すること。）。ただし、その数が０を下回る場合は、０を記載すること。

なお、法定雇用率は一般の企業にあっては100分の2.3であること。

９ Ｄ欄の身体障害者数には、種別ごとに実人数を記載すること。
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 令和３年１月22日
○ 障害者雇用率制度・納付金制度に関する各種論点について
（障害者雇用調整金及び障害者雇用納付金の適用等の在り方、
障害者雇用納付金財政の調整機能、障害者雇用率制度における
長期継続雇用の評価）【１.②, １.⑤, ２.①～２.③】

 令和３年２月19日
○ JEED「除外率制度の対象業種における障害者雇用に関する実態調
査」に係る報告 【１.⑥】

○ 障害者雇用率制度・納付金制度に関する各種論点について
（除外率制度に関する対応、自宅や就労施設等での障害者の就業
機会の確保、中小企業における障害者雇用の促進）【１.⑥, ３.②, 
３.⑥】

 令和３年３月12日
○ JEED「精神障害者である短時間労働者の雇用の実態調査～雇用
率算定方法の特例が適用される労働者を中心として～」に係る報告
【１.③】

○ 障害者雇用率制度・納付金制度に関する各種論点について
（精神障害者に関する雇用率のカウント 等）【１.③ 等】

 令和３年４月～
○ 障害者雇用率制度・納付金制度に関する各種論点について
（手帳を所持しない者、短時間勤務者など対象障害者の範囲につ
いて 等）【１.④ 等】

今後の検討スケジュールについて（案）

障害者雇用分科会

 第１回（令和２年11月６日）
○ 今後の検討会の進め方について
○ 意見交換

 第２回（令和２年11月17日）
 第３回（令和２年12月11日）
○ 関係団体からのヒアリング

【ワーキンググループ（ＷＧ）開催】
３つのテーマ毎にＷＧを開催
各４回程度（令和２年12月～令和３年３月）
・ 各テーマに沿って論点整理
・ ＷＧとしての論点のとりまとめ

障害者雇用・福祉施策の連携強化に関する検討会

 第４回（令和３年３月上旬頃）
※ ヒアリングでの意見やＷＧの検討状況を踏まえ、適宜開催

 第５回以降（令和３年４月～）
○ ヒアリング等で出された意見の整理
○ ＷＧで整理された論点に沿って意見交換

※ 令和３年夏頃に、これまでの分科会での意見や、検討会の
報告書を踏まえて、論点を再整理し、更に議論を進める。

検討状況を
適宜報告

※ 令和３年６月頃を目途に報告書を取りまとめ予定。
障害者雇用分科会、障害者部会へ報告。

参考資料３－１



 

今後の検討に向けた論点整理 

 

１．雇用率制度の在り方について 

① 法定雇用率の引上げに関する検討について 

・ 今後の雇用率見直し時において、法定雇用率を計算式の結果に基づき設定した上で、

企業の障害者雇用状況や行政の支援状況等を勘案して、障害者雇用の質を確保する観

点から必要と考えられる場合に、当該法定雇用率までの引上げを段階的に行うように

運用することとし、その場合の具体的な引上げ幅や引上げ時期について当分科会で議

論することが適当である。 

・ 計算式の分子（雇用されている障害者）における就労継続支援Ａ型事業所の雇用者

の評価や、精神障害者の短時間労働者に係る雇用率のカウント（暫定措置として１カ

ウントとして算定）の取扱い等に係る論点が挙げられている。 

 

② 雇用率制度における就労継続支援Ａ型事業所の利用者の評価について【備考：雇用福

祉連携 PT】 

・ 障害者雇用率の設定のための計算式における就労継続支援Ａ型事業所の利用者の取

扱いをどうすべきか。 

 

③ 精神障害者に関する雇用率のカウントについて【備考：JEED 調査】 

・ 精神障害者については令和４年度末まで短時間労働者について１カウントとされて

いるが、この特例について令和５年度以降どのようにするか。 

・ 身体・知的障害者と異なり「重度」といった取扱いがない精神障害者について、等

級に応じて、雇用率制度におけるカウントを上積みする等は考えられるか。また、そ

の他の評価の方法はあるか。 

 

④ 対象障害者の範囲について【備考：JEED 調査】 

◇ 手帳を所持しない者の取扱いについて 

・ 精神通院医療の自立支援医療受給者証や指定難病の医療受給者証の交付者等の取

扱いをどう考えるか。 

・ 手帳不所持者について、就労困難性を客観的に評価することについてどう考える

か。 

・ 諸外国の状況も踏まえ、どのように考えるか。 

◇ 短時間勤務者の取扱いについて 

・ 短時間勤務者については特例給付金制度を創設したところ、週 20 時間未満の短

時間勤務者の取扱いについて、更にどのように考えるか。 

 

⑤ 中高年齢層等、長期継続雇用の評価について 

・ 中高年齢層等の長期継続雇用されている障害者についての雇用率制度におけるカウ

ントを上積みする等は考えられるか。また、雇用率におけるカウントのほか、評価の

方法はあるか。 

参考資料３－２ 



・ 高齢者の活躍の促進や定着の促進、あるいは加齢による体力の低下等に応じた配慮

を行う観点も踏まえつつ、企業における中高年齢層の障害者の適切なアセスメントと

キャリア形成についてどのように考えるか。 

 

⑥ 除外率制度について【備考：JEED 調査】 

・ 除外率設定業種における障害者雇用の進展状況等を踏まえ、除外率の廃止又は縮小

についてどう考えるか。 

 

 

２．納付金制度の在り方について 

① 中小企業に対する障害者雇用調整金及び障害者納付金制度の適用範囲の拡大について 

・ 障害者雇用調整金及び障害者納付金制度は 100 人超の企業に適用されているが、こ

れを拡大すべきかどうか。 

・ 拡大する場合、範囲はどうするか。納付金の額の猶予等は必要か。中小企業におけ

る障害者の受入れ体制の整備や、支援機関等の中小企業に対する支援体制をどのよう

に考えるか。 

 

② 大企業及び就労継続支援Ａ型事業所に対する障害者雇用調整金の在り方 

・ 現行、多数の障害者を雇用している企業に上限なく調整金が支出されているが、経

済的負担を調整するという制度の趣旨の観点からどう考えるか。支給上限額等の設定

は考えられるか。 

・ 障害者雇用調整金の支給に当たっては一般企業における雇用者か就労継続支援Ａ型

事業所における雇用者かの区別はしていないが、就労継続支援Ａ型事業所の取扱いを

どう考えるか。障害福祉サービスの報酬との関係をどう考えるか。 

 

③ 障害者雇用納付金財政の調整機能について 

・ 給付金制度の財政運営の安定化に向け、障害者雇用調整金の支出についてどう考え

るか。単年度収支が赤字になった場合に赤字額の程度に応じて翌年度以降の調整金の

額を減額させる仕組み等の導入についてどう考えるか。 

 

 

３．その他 

① 雇用の質の向上について 

・ 雇用におけるソーシャルインクルージョンの促進についてどのように考えるか。 

・ 障害者が働きがいをもてる環境設定についてどのように考えるか。 

・ 合理的配慮の促進や、障害者のキャリア形成についてどのように考えるか。（再掲） 

 

② 自宅や就労施設等での障害者の就業機会の確保について【備考：雇用福祉連携 PT】 

・ 通勤等に困難を抱える障害者や、就労施設等における障害者の就業機会の確保のた

めのさらなる支援の在り方をどう考えるか。 



・ 障害者雇用率制度が直接雇用を基本としていることや、一般就労への移行を促進す

ることが重要であることを踏まえつつ、支援の方法をどのように考えるか。 

・ 一般雇用への転換を進めるとともに、通勤等に困難を抱える障害者の就業機会を確

保するため、在宅就業障害者支援制度について、施設外就労の形で業務を発注する場

合の在宅就業障害者特例調整金等の額の上乗せや、施設外就労の場合等には算定基礎

を発注額とすること、一般雇用への転換に積極的な在宅就業支援団体に対する助成措

置の創設等の見直しは考えられるか。 

 

③ 障害者の就労支援全体の在るべき（目指すべき）姿、地域の就労支援機関の連携の強

化について【備考：雇用福祉連携 PT】 

・ 就労能力や適性を客観的に評価し、可視化していく手法についてどのように考える

か。 

・ 就労支援機関の役割関係が不明確であったり、支援内容に重複感はないか。これを

踏まえ、就労支援機関の在り方や専門的な支援人材の役割をどのように整理するか。 

・ 福祉・雇用にまたがった支援を行う専門的な人材の在り方及び育成についてどう考

えるか。 

 

④ 教育との連携、雇用・年金・福祉等の諸制度間の連携について【備考：雇用福祉連携

PT】 

・ 諸制度間の連携を図り、資源を組み合わせて有効活用していくようなシームレスな

支援についてどのように考えていくか。 

・ 特別支援学校等から就労への支援の方策をどう考えるか。 

・ 高等教育段階の学生の就労支援をどのように考えるか。 

・ 在職者の能力開発やオンラインによる訓練を含め、人材開発施策との連携をどのよ

うに考えるか。 

・ 障害を有する者の勤労・就労意欲が増進し、また、減退しないことを主眼に置いた

上で、制度間の連続性をどのように確保するか。 

 

⑤ 通勤支援、職場における支援の検討について【備考：雇用福祉連携 PT】 

・ 本年 10 月から実施する雇用施策と福祉施策の連携による新たな連携による取組の

実施状況を踏まえ、今後の重度身体障害者等に対する通勤支援や職場等の支援の在り

方についてどう考えるか。 

・ 障害の程度にかかわらず、職場介助者や手話通訳者の派遣等を含めた職場等におけ

る支援の在り方についてどのように考えるか。 

 

⑥ 中小企業における障害者雇用の促進について 

・ 認定制度を更に発展させていくための方策についてどのように考えるか。 

・ 採用段階における適切なマッチングや、環境整備に対する支援についてどのように

考えるか。 

・ 事業協同組合等算定特例のより効果的な在り方についてどのように考えるか。 



・ 中小企業に対する障害者雇用調整金及び障害者納付金制度の適用範囲の拡大につい

てどのように考えるか。（再掲） 

・ フルタイムの労働者を新たに雇用する分の業務量が見つからないとしている中小企

業や、実際に採用して共に働くイメージが十分につかめていない中小企業の観点から、

短時間勤務者の取扱いについてどのように考えるか。（再掲） 

 

⑦ 多様な就労ニーズへの対応について【備考：雇用福祉連携 PT】 

・ 医療面や生活面の支援が必要な重度障害や、精神障害、発達障害、高次脳機能障害、

難病のある方、高齢障害者についても就労支援ニーズが増大する中で、障害者就労を

支える人材その他資源が質・量ともに限定的であることについてどう考えるか。 

・ 障害者について、これまで就職や職場定着に重点が置かれてきたところ、中長期的

なキャリア形成のニーズが増大していることについてどう考えるか。 

・ 在宅就労・テレワーク・短時間勤務や雇用以外の働き方等の多様な働き方のニーズ

が増大していることについてどう考えるか。 

・ 技術革新の進展や新型コロナウイルス感染症の影響により、オンラインの就労支援・

訓練や業務創出・テレワーク等のニーズが増大していることについてどう考えるか。 

 

⑧ 差別禁止及び合理的配慮の提供の実施状況の把握について【備考：JEED 調査】 

・ 差別禁止及び合理的配慮の提供の実施状況はどうなっているか。 

・ 実施状況を踏まえて更なる実施を進めるためどのような方策をとるべきか。 

 

⑨ 短時間勤務制度の措置の検討について【備考：JEED 調査】 

・ 合理的配慮としての短時間勤務の措置がどのようになされており、どのような効果

をあげているか。 

・ 上記を踏まえ、短時間勤務についてどのように対応すべきか。 

 

⑩ 公務部門における障害者雇用の促進について 

・ 公務部門における障害者雇用の質を高めていく方策をどのように考えるか。 

・ 教育委員会を含む地方公共団体における障害者雇用をより一層進めていくための方

策をどのように考えるか。 
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これまでの議論等の整理（案） 

 

１．就労能力や適性の評価に係る現状の課題 

 ○ 就労系障害福祉サービス及びハローワーク等の職業リハビリテーションサービス（以

下「サービス等」という。）の利用に当たって、障害者にとってどのようなサービス等

がふさわしいかの判断が現場に任せられているのではないか。 

 ○ そのため、障害者の就労能力や一般就労の可能性について、障害者本人や障害者を支

援する者が十分に把握できておらず、適切なサービス等に繋げられていない場合もある

のではないか。 

 ○ 例えば、特別支援学校卒業生等の就労系障害福祉サービスの利用に当たっては、それ

に先立ち、長期的な就労面に関するニーズや課題を把握し、一般就労の可能性を見極め

た上（就労移行支援事業の短期利用による「就労アセスメント」）で、それが困難であ

ると認められる場合には就労継続支援Ｂ型事業（以下「Ｂ型」という。）を利用するこ

とになっているが、現状の「就労アセスメント」は、Ｂ型の利用を前提とした形式的な

アセスメントとなっている一面もある。 

 ○ また、就労継続支援Ａ型事業（以下「Ａ型」という。）や就労移行支援事業の利用を

希望する場合には、障害者本人の希望を尊重しつつ、より適切なサービスの利用を図る

観点から、その利用が適切か否かの客観的な判断（「暫定支給決定」による短期利用）

を行うものとされているが、既に本人と事業所との間で利用が決まっているなどの理由

により「暫定支給決定」を実施していない場合があるなど、目的や機能に沿った取扱い

がなされていない実態も見られる。さらに、事業所は、本人に対して自らのサービスを

提供する中で、（当該サービスの引き続きの）「利用が適切か否かの客観的な判断」に係

る情報収集等を行うことになっているが、結果として、第三者の目が入っていないとの

指摘もあった。 

 ○ ハローワークにおいても、来所した障害求職者に対して、必ずしも統一的な評価の下、

求職活動の支援が開始されているとは言えない状況にある。 

 ○ そこで、本ワーキンググループは、働くことを目指し、サービス等の利用を希望する

最初の段階を念頭に、障害者のニーズ把握と就労能力や適性の評価（以下「アセスメン

ト」という。）の在り方について検討する。 

 ○ なお、アセスメントについては、サービス等の利用を希望する最初の段階のみならず、

当該サービス等の利用中であっても、障害者本人のニーズや状況の変化等を定期的に把

握するためのモニタリングも重要であることに留意することが必要である。例えば、就

労移行支援事業等を介して一般就労が可能な人でも、一旦、Ｂ型等を利用すると、その

ままそこに留まるといった指摘もあった。 

 

２．論点を踏まえた議論の整理 

（１）アセスメントの目的・対象者 

（目的） 

 ○ アセスメントは、障害者本人のニーズを踏まえた上で、一般就労の実現に向けて、納

得感のあるサービス等を提供するために実施するものである。 

参考資料４－１ 

第３回障害者の就労能力等の評価の在り方に関する 
ワーキンググループ（令和３年２月 18 日）提出資料 
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 ○ そのため、サービス等の選択・決定に先立ち、十分なアセスメントを実施するととも

に、障害者本人を含む関係者とその内容を共有することが求められる。 

 ○ また、長期的な視点に立って、就労能力や適性を評価する必要があり、障害者本人の

能力のみならず、環境面で何が必要かを明らかにすることも重要である。 

 ○ 加えて、アセスメントのプロセスや結果が障害者本人と共有されることにより、本人

にとっても、自己理解を深め、必要な支援を検討する際の一助となるものである。 

 ○ なお、アセスメントを通じて、本人の就労能力や適性、可能性等を一方的に押しつけ

たり、特定のサービス等への振り分けを行ったりするものにならないよう留意する必要

がある。 

 

（対象者等実施体制） 

 ○ 働くことを希望する障害者については、アセスメントの目的・趣旨を説明した上で、

実施を希望しない場合を除き、障害程度や就労能力にかかわらず、職業経験を有する者

等も含め広くアセスメントを実施することが重要である。 

 ○ また、アセスメントは、地域で「働くこと」を希望する者に対して福祉・雇用それぞ

れのサービス等を選択・決定する前の段階で、共通の枠組みにより実施することが望ま

しい。 

 ○ 他方で、実施体制等の検討に当たっては、就労系障害福祉サービスと職業リハビリテ

ーションサービスの利用の仕組みが異なることも踏まえ、まずは、福祉・雇用それぞれ

のサービス体系の中におけるアセスメントについて、より実効あるものとなるよう仕組

みの構築又は機能強化を行うなど、実行可能性等も考慮し、段階的な対応策を検討して

はどうか。加えて、その対象者も、まずは福祉・雇用それぞれのサービス体系の中で検

討してはどうか。 

 

（２）アセスメントの結果を活用する場面 

 ○ 上述のとおり、実行可能性等を考慮し、当面は、福祉・雇用それぞれのサービス体系

の中で、共通の目的に向けて、アセスメントを実施することとする。具体的な活用場面

については以下のとおり。 

 

（福祉の現場での活用） 

 ○ 例えば、 

  ・ 就労移行支援事業、Ａ型・Ｂ型の利用を希望する障害者に対するアセスメントにつ

いては、「就労アセスメント」や「暫定支給決定」により実施しているものの、希望

するサービスの利用に当たっての事前手続き的な性格もあるため、上記１に触れた課

題などが生じている。 

  ・ このため、現行のアセスメント実施の仕組みを整理した上で、引き続き障害者本人

のニーズの実現等に資するよう、就労移行支援事業、Ａ型・Ｂ型の利用を希望するす

べての者に対しては、共通のアセスメント実施の仕組みを設け、その中で長期的な就

労面に関するニーズや課題等も把握することを通じ、本人の選択を支援していく仕組

みとしてはどうか。 
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（雇用支援の現場での活用） 

 ○ 例えば、 

  ・ 職業経験を積んでいない者であって、就労系障害福祉サービスを介さずに直接一般

就労を希望する者、 

  ・ 中途障害者など障害発症後初めて就労する者や、職業経験はあるが一定期間就労し

ていない者 

  を中心に、求職活動に入る前に、必要な者に対しては一定アセスメントを実施し、アセ

スメントの結果を参酌しながら、職業指導等を実施してはどうか。加えて、上記以外の

ハローワークに来所した求職者に対しても、同様に対応することが考えられる。 

 ○ また、事業主に対してアセスメントの結果も参考とし、必要な合理的配慮等について

助言・指導等を実施してはどうか。 

 

（教育の現場での活用） 

 ○ 福祉の現場では、就労移行支援事業、Ａ型・Ｂ型の利用を希望する障害者に対して、

また、雇用の現場では、職業経験を積んでいない者であって、就労系障害福祉サービス

を介さずに直接一般就労を希望する者に対してアセスメントを実施することから、特別

支援学校の在校生も対象となり得る。卒業後の進路を考える上では、どのような支援や

合理的配慮等があれば、企業などで働くことができるのかという視点も必要であり、本

人のニーズを踏まえ、特別支援学校の在校生に対して福祉・雇用の体系のアセスメント

を活用することも重要である。 

 ○ 他方で、現状でも、特別支援学校においては、個別の教育支援計画の下、職場実習等

を踏まえた上で、生徒（障害者本人）、教員等で相談しながら、卒業後の進路を決定し

ている。 

 ○ そのため、特別支援学校の在校生に対して福祉・雇用の体系のアセスメントを活用す

るに当たっては、現場の既存の取組を尊重しつつ、現場の理解を十分に得て、現場で混

乱が生じないように運用することが必要ではないか。加えて、学校での授業に支障が出

ることがないよう、その実施期間を設定することが必要ではないか。 

 ○ なお、教育現場から福祉・雇用施策への切れ目のない支援のためには、学校での取組

がサービス等における支援に繋がるような仕組みを構築することが求められる。例えば、

在校中に学校現場で把握した障害者本人の情報は、卒業後に支援を実施する機関に引き

継ぐことが、その後のサービス等の質の向上に資するのではないか。 

 ○ 他方、アセスメントの結果を教育現場とも共有し、進路指導等において活用し、教育

と福祉・雇用で「相互理解」を形成することも有益であると考えられる。このため、ア

セスメントの結果を教育現場にフィードバックする仕組みを検討することが必要では

ないか。学習指導要領の範囲での対応となるが、こうしたフィードバックにより、学校

内の指導内容面を充実させていくＰＤＣＡサイクルにより、教育と福祉・雇用の相互理

解が進むと考えられる。 
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（３）方法、運用面での留意点 

 ○ アセスメントに当たっては、①どのような事実を把握するか、②把握した事実をどの

ように評価するかが重要である。 

 ○ ①については、障害者の状況やニーズにあわせて、把握すべき情報を明らかにした上

で、障害者本人との面接や関係機関等からの情報収集に加えて、標準的なツールを活用

すること等により、障害者本人に係る事実を把握していく必要がある。 

 ○ ②については、把握した事実をどのように解釈するかは重要かつ困難な課題であるこ

とを踏まえ、例えばケース会議等を通じて、障害者本人や関係者の視点も踏まえて検討

していく必要がある。 

 ○ こうしたアセスメントの流れ等については、地域毎で取扱い等の違いが大きくならな

いように、改めて標準的な手順を示すことも必要ではないか。 

 

（ツール） 

 ○ アセスメントにおいて関係者間の情報共有としてＪＥＥＤにおいて開発された標準

的なアセスメントツール等を活用することが考えられる。 

 

（相互理解の促進） 

 ○ 「福祉」から「雇用」（又は「雇用」から「福祉」）における切れ目ない支援を実現す

るためには、その前提として、雇用、福祉、教育、医療等、就労支援に携わる各分野の

関係者間における「共通言語」が必要であるとともに、共通の目標設定を持つことが重

要である。 

 ○ 目標設定を共有する上では相互理解が不可欠であり、そのために、ケース会議等によ

り、情報交換や意見交換をすることが効果的である。 

   例えば、就労移行支援事業の３年目の継続利用を検討する際の取組であるが、障害者

本人、就労移行支援事業所、支給決定を行う自治体、相談支援事業所、ハローワーク等

の関係者が集まり、それまでの支援の総括及び今後の方向性について話し合うことで、

その後の一般就労に繋げている事例もあった。 

 ○ また、ケース会議等は、関係者が遠隔地に点在している地方等においても対応できる

よう、ＩＴツールを積極的に活用し、オンライン形式で開催することも考えられる。 

 ○ アセスメントの結果については、関係者で共有し、サービス等の利用の開始後にも、

実施機関等に引き継がれることが望ましい。その上で、当該サービス等の利用中に、障

害者本人のニーズや状況の変化等を定期的に把握するためのモニタリングを行い、結果

を更新していくことが重要である。 

 ○ 特に、一般就労に当たっては、これまでのアセスメント結果を企業に伝えることで、

適切な合理的配慮の提供や職場定着に資すると考えられる。 

 ○ こうしたアセスメントの結果の共有にあたっては、将来的には、個人情報の適正な取

扱いを考慮した上で、クラウド上で電子データ化した上で、関係者が共有できるように

することも考えられる。 

 ○ その他、相互理解を図る上で、有効な手段は考えられるか。 
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（アセスメントで考慮する要素） 

 ○ アセスメントに当たっては、 

  ・ 職業生活の基礎となるような医療面、生活面についても考慮すること 

  ・ 企業がどういう能力を必要としているか、どういう人材を望むかという視点を持つ

こと 

  ・ 職務能力（障害特性）や志向性（どのように働きたいか）にも留意すること 

  が必要である。 

 ○ また、このほか、これまでＪＥＥＤ等において蓄積された障害者の就労に関係する各

種研究の成果を参考にして、アセスメントで考慮する要素を検討することも重要である。 

 

（４）実施主体 

 ○ 全国での実施の必要性を踏まえ実施主体をどう考えるか。なお、実施主体の検討に当

たっても、就労系障害福祉サービスと職業リハビリテーションサービスの仕組みが異な

ることも踏まえ、段階的な対応策を検討してはどうか。 

 ○ 実施主体を検討するに当たっては、アセスメントの実施主体が、自ら提供するサービ

ス等に障害者を誘導することがないよう、第三者的な立場の者がアセスメントを実施し

たり、アセスメントの実施に当たって、他の主体が関与したりすることが重要ではない

か。 

 

（５）質の担保 

 ○ アセスメントの質を担保するには、アセスメントする人材の能力・スキルが最も重要

であることから、その育成、確保についても併せて検討する必要がある。 

 ○ 例えば、アセスメントにあたっては、障害特性に応じた専門的な知識を有した人材を

確保することが課題である。例えばアセスメントにおいては心理的な要因を考慮するこ

とも重要であることから、公認心理師といった専門人材を活用してはどうか。 

 ○ このほか、アセスメントの質を担保するための具体的な対応策として、どういったこ

とが考えられるか。 

 

（６）その他 

 ○ 個々の就労困難性を評価し、それらの結果に基づき、雇用率制度における障害者とし

て取り扱うといったことや、本人の能力・適性等と個々の職業に必要な能力等のマッチ

ングを可能とするような評価の仕組み等についても、今後検討を進めていく必要がある

のではないか。また、障害者と企業とのマッチングを円滑に行うには、企業側が求めて

いる人材像、障害者の職務能力等によって、障害者向けの求人を、予め区分するといっ

た工夫も重要であるという指摘があった。 

 ○ アセスメントを効果的なものとし、一般就労に繋げていくためには、アセスメントを

受ける障害者本人や関係者が「働く」ことをイメージできていることが必要である。そ

のため、障害者に対しても、高校のみならず、中学校、小学校といった早期段階から、

一般企業で働くイメージを付与することを含めキャリア教育を行う必要があるのでは

ないか。 
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これまでの議論等の整理（案） 

 

１．障害者就労を支える人材の育成・確保に係る現状の課題 

 ○ 雇用、福祉それぞれの現場に携わる人材について、両分野の基礎的な知識等が不十分

な状況が見受けられる。 

   例えば、就労系障害福祉サービスの事業所の職員の中には就労支援の経験がない者や

障害者雇用に係る基礎的な知識等を有していない者がいるなどの指摘があった。 

 ○ 雇用施策と福祉施策の縦割りによる課題を解決するためには、少なくとも双方の分野

に係る基本的な知識等を習得した人材の育成が重要であるが、こうした育成が十分行わ

れていないことも「福祉」から「雇用」（又は「雇用」から「福祉」）における切れ目な

い支援が行われにくくなっている一つの要因ではないか。 

 ○ 分野横断的な基礎的知識やスキルを身につけた上で、さらに各就労支援機関の役割に

応じた知識やスキルを身につけた専門的な人材を育成する必要があるが、実践的な研修

を受ける機会が限られていること等により、こうした専門人材が質・量ともに不足して

いるのではないか。 

 ○ また、人口減少が進む中で、雇用、福祉それぞれの現場において就労支援を支える人

材の確保がこれまで以上に重要になってくる。 

 

２．論点を踏まえた議論の整理 

（１）課題に対して求められる人材育成について 

 ○ 障害者の就労支援に携わる専門人材については、ハローワークや地域障害者職業セン

ター、障害者就業・生活支援センターの職員に加え、就労系障害福祉サービス事業の支

援者、企業の障害者雇用担当、病院・診療所の PSW 等その裾野は一層広がってきている

ことから、今後は、当該専門人材の質をいかにして向上させていくかも考えていかなく

てはならない。 

 ○ 専門人材にとっては、自らが担当する支援に限定した知識・スキル等の習得では十分

とは言えず、就労支援全体のプロセスに対する俯瞰的な理解の下、自らの担当する支援

の位置づけや自らの立ち位置、さらには他機関との連携の在り方等を意識する観点を持

つことが極めて重要である。なお、実際の支援においては、障害者本人を中心に置き、

障害者を支援する際は雇用と福祉の両分野の支援者がいずれも同じ方向を見ているこ

とが必要であることから、人材育成に当たっては、この点も留意しなければならない。 

 

（基礎的な研修） 

 ○ 上記の論点を踏まえると、専門人材の育成に当たっては、その最初の段階において、

まずは福祉と雇用の両分野の基本的な知識等を分野横断的に付与する基礎的な研修の

確立が必要である。 

 

（階層的な研修等） 

 ○ その上で、基礎的な研修だけでは福祉と雇用の両分野の全ての知識やスキルを習得す
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ることは難しいため、これらに上乗せした各専門人材の役割に応じた研修制度を設ける

ことが必要である。 

 ○ さらに、専門人材の高度化に向けて、階層的な研修制度を設け、適切なタイミングで

より実践的なスキルを身につけることができる研修が必要である。 

 ○ 併せて、就労支援に携わる人材にスーパーバイズできる人材の育成が必要である。例

えば、支援に当たって、各支援の違いを理解し、伝えていくことが重要であることから、

就労支援プロセスの全体像やそれぞれの違いを理解して、地域の中での就労支援のコー

ディネートなどを行うことができるような人材が求められる。 

 

（２）人材育成の対象、研修内容及び体系について 

 ①基礎的な知識・スキルの付与に係る研修の受講対象者の範囲 

 ○ 雇用、福祉それぞれの障害者の就労支援に携わる人材に対して、横断的な基礎的知識・

スキルを付与する研修（以下「基礎的研修」という。）を実施する場合、その受講対象

範囲はできるだけ幅広い者が受講できるよう門戸を広げるべきである。特に障害者の就

労支援においては、医療機関や教育現場が担う役割も大きいことから、医療機関や教育

関係者を積極的に受け入れることも重要である。 

 ○ 現状として、就労系障害福祉サービスの就労支援員については、就業支援基礎研修の

受講が報酬加算の対象となってはいるが、他の配置職員については特段の措置はなく、

あくまでも各事業所の希望による受講となっている、という指摘もあった。 

 ○ 課題に対応できる専門人材を育成・確保していくためには、雇用、福祉の両分野に係

る分野横断的、基礎的な知識・スキル等を習得する受講機会の確保が重要であることか

ら、一定の人材に対しては受講を必須とするなど、悉皆的な受講の仕組みが必要ではな

いか。 

 ○ 他方で、受講を義務付ける対象者の範囲の検討に当たっては、研修の質を確保すると

いう観点も重要である。 

 ○ そのフィージビリティ（実行可能性）にも留意しつつ、就任に当たって基礎的研修の

受講を要件とする専門人材については、障害者就業・生活支援センターの就業支援担当

者が考えられるほか、就労系障害福祉サービスの配置職員のうち、どの支援員を対象と

することが考えられるか。 

 

 ②分野横断的な基礎的研修の内容 

 ○ 前述したとおり、雇用、福祉のそれぞれの分野の支援者は、障害者本人を中心に置き

つつ、一般就労の実現に向けて支援をすることが重要であるが、就労支援にあたって、

その目的や理念の捉え方が異なっている場合もあるとの指摘があったことから、就労支

援の目的や理念等も研修の内容に盛り込むべきではないか。 

 ○ 分野横断的な基礎的研修を幅広く受講させる場合であっても、研修の質を担保できる

仕組みとすべきであるが、例えば、座学だけではなく実践的な内容を取り入れる等の実

施方法の工夫が必要である。具体的には、次のような内容が考えられるのではないか。 

  ・ 各就労支援の現場見学・実習及びそれを踏まえたレポートの提出 



3 

 

  ・ 企業担当者との交流 

  ・ 難病、発達障害等の多様な障害種別に係る知識や対応スキルを付与するグループデ

ィスカッション、事例検討 

 ○ 現行の就業支援基礎研修は、対人援助スキルに関するものが大半を占めているが、対

企業への支援スキルに関する内容を入れるべきである。具体的には、次のような内容が

考えられる。 

  ・ 企業の担当者に対して支援をしている様子を撮影し、それにスーパーバイザーによ

るコメントを付加した動画を視聴させ、実践場面における企業に対する支援スキルを

習得させる。 

  ・ 障害者雇用の課題を社内で抱え込まずに支援機関等を利用することを勧めたり、他

の企業と情報交換できる場を企業の担当者に案内したりする等、企業の担当者に地域

資源の活用を促すことの重要性を理解させる。 

  ・ 職務の切り出しのための支援や社内の障害者雇用への理解促進の支援を行うために

必要なスキルを習得させる。 

   上記の他、企業担当者のメンタルヘルスに係る支援の必要性の理解と基礎的知識を習

得させることも必要ではないかとの指摘があった。 

 ○ 障害者のライフステージごとに必要な支援の内容は変化していくため、障害者の年齢

や勤続年数に応じた必要な支援の内容についても盛り込むべきではないか。 

 ○ 特に特別支援学校を卒業したての年齢の者については、心理面でのサポートも必要で

あるため、青年心理学も内容に含めるべきではないか。 

 

（留意点） 

 ○ 分野横断的な基礎的研修については、職場適応援助者養成研修や障害者就業・生活支

援センターの就業支援担当者研修等を受講する要件とすべきではないか。その上で、分

野横断的な基礎的研修の内容と、職場適応援助者養成研修と就業支援担当者研修の内容

を再整理する必要があるのではないか。 

 ○ 企業の担当者が受講する障害者職業生活相談員認定講習と分野横断的な基礎的研修

で内容が重なる部分もあることから、研修内容のすり合わせが必要ではないか。 

 ○ 受講の意欲向上のために筆記試験やロールプレイ等による習熟度の確認を研修終了

後に実施してはどうか。 

 ○ 上記の他に基礎的研修の内容に盛り込むべきものや留意点はあるか。 

 

 ③就業支援に係る研修の体系及び内容等 

 ○ 分野横断的な基礎的研修について、職場適応援助者養成研修や就業支援担当者研修等

を受講する前段階の研修と位置づけた上で、例えば職場適応援助者養成研修は、ジョブ

コーチとしての専門性を更に高めていくことに特化した研修として実施することが望

ましいのではないか。 

 ○ 分野横断的な基礎的な研修だけではなく、それぞれの専門人材の研修体系の中で、中

級、上級的な内容を含む階層的な研修（以下「階層研修」という。）の実施も必要であ
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る。 

 ○ また、階層研修は座学だけではなく、実践的な内容を積極的に取り入れるべきであり、

例えば、次のことが考えられる。 

  ・ 就労支援の実績がある就労支援機関での現場実習及びそれを踏まえたレポート提出 

  ・ スーパーバイザーによる指導 

  ・ 実践経験の内容に係るレポート提出 

  

（留意点） 

 ○ 現場実習の受入れ先の量的な確保にあたっての実現可能性や、実行可能性を踏まえた

レポートの評価方法について留意する必要がある。 

 ○ 階層研修の受講を促進するには、受講に当たっての何らかのインセンティブも必要で

はないか。なお、インセンティブについて検討する際には、個人又は事業所に対するも

ののどちらが適当であるかを検討する必要があるのではないか。 

 ○ 就労移行支援における就労支援員については、就業支援基礎研修修了が障害福祉サー

ビス報酬における加算対象となっているが、その上位研修である就業支援実践研修の受

講は任意となっている。同実践研修は、現場におけるより実践的な支援に活用できると

考えられることから、この受講を促進することも必要ではないか。 

 ○ ジョブコーチや障害者就業・生活支援センターの担当者に対する研修は、企業と地域

の支援機関とをコーディネートする当該機関の役割を担うことができる人材を育成で

きるような専門的な内容とすべきではないか。 

 ○ 分野横断的な基礎的研修とその上の専門的な研修との切り分けは非常に難しいこと

から、各研修の具体的な中身の検討を行う際は、各分野の既存の研修を整理した上で、

別途、検討する場を設ける必要があるのではないか。 

 

 ④ 各専門人材の育成について 

（サービス管理責任者等について） 

 ○ 就労系障害福祉サービスに携わるサービス管理責任者であっても、就労支援の経験や

知識が乏しい者もいるという指摘もあることから、就労系障害福祉サービスに携わるサ

ービス管理責任者の就労支援に係る専門性の向上について何らかの方法を検討しては

どうか。 

 ○ なお、相談支援専門員についても、現行の研修体系と、現在、就労支援分野において

議論している内容との連携について、今後何らか検討してはどうか。 

 

（ジョブコーチについて） 

 ○ 中小企業に対する助成金の活用や職務の選定等、より専門的に支援を行うジョブコー

チを育成することが望ましいのではないか。 

 ○ ジョブコーチを資格化することでブランディングすることが必要ではないか。 

 ○ 一方で、職場適応援助者養成研修を修了した者のうち、ジョブコーチとして活動する

者は多くない。ジョブコーチを更新制として、実績を報告させる形にしてはどうか。そ
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の際、「実績」として評価する支援内容はどういったものになるのか。 

 ○ さらに、上級ジョブコーチを育成する場合、現行の職場適応援助者養成研修と同スキ

ル向上研修による人材育成体系をどのように再編することが望ましいのか（下位研修の

受講後の実務経験要件等）。また、上級ジョブコーチを育成するための研修受講に係る

インセンティブは何か考えられないか。 

 

（３）人材育成の実施主体について 

 ○ それぞれの人材育成について実施主体はどこが担うべきか。 

 ○ 質の担保に留意しつつ、量的な観点からも、民間機関の活力を活用していくべきであ

る。 

 ○ 現行の就業支援基礎研修は、高齢・障害・求職者雇用支援機構が実施しているが、民

間機関も活用する場合はどのような認定の仕組みとするべきか。また、民間機関を活用

する場合、民間機関によって内容に偏りが出ないように留意すべきである。 

 

（４）人材確保について 

 ○ 障害者の就労支援に携わる専門人材を今後も安定的に確保していく上では、こうした

専門人材の社会的認知度の向上やその支援業務の具体的イメージ、魅力を発信していく

ことが重要である。 

 ○ 現状では、専門人材が細分化されているため、障害者や企業側からみると複雑であり、

それぞれの認知度も高くない。このため、呼称を統一化して周知すること等を通じて、

ブランディングを図ることが重要ではないか。 

 ○ また、人材を確保する上では、専門家としてしかるべき水準の賃金を得られるように

することも重要である。例えば、上級ジョブコーチ等のより専門性の高い者を育成する

場合は、専門家としてしかるべき水準の賃金を得られるようにすべきではないか。 

 ○ 併せて、就労支援機関の人材確保のために、高等教育の場での育成も検討すべきでは

ないか。障害者の就労支援の現場は学生にとってイメージしにくいため、例えば、社会

福祉を専攻している学生に現場での実習や体験ができる機会を作ることで興味を持つ

学生が出てくるのではないか。 

 ○ こうした取組により、障害者就労を支える人材としてのキャリアイメージが描きやす

くなり、専門人材になりたいと考える者が増えるのではないか。 

 ○ なお、障害者の就労支援の質の向上のためには、これに関わる研究者を増やしていく

ことも重要であるとの指摘があった。 

 ○ 上記の他に、障害者の就労支援の専門人材を確保するために効果的と思われる取組み

はあるか。 

 

（５）その他 

 ○ 研修受講のための費用について、受講料だけではなく、会場までの交通費や研修期間

中の賃金等も含めて、助成の仕組みが必要ではないか。 

 ○ まずは障害種別に関わらない全般的な障害者の就労支援に係る土台をもった人材の
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育成が必要である。その上で発達障害、視覚障害、聴覚障害や難病など、個々の障害特

性に精通する支援者が少ないという指摘もあるため、これら障害特性に応じた専門的な

支援に関わる人材の育成・確保として、どのようなことが考えられるか。 

 ○ 障害者への就労支援の制度、各事業の役割、各資格・研修を関連付けて考えていくべ

きであり、就業支援基礎研修を入り口として、その上にある研修・資格の体系と実際の

制度が紐付けていくようにすべきではないか。 

 ○ 就労支援の質の向上のためには、各支援機関の支援のノウハウや各企業の障害者の雇

用管理上のノウハウを共有できるような仕組みが必要ではないか。 

 ○ 教育から福祉、一般就労間での支援内容等について情報共有・連携が図れないか。 
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論点を踏まえた議論等の整理（案） 

 

１．障害者の就労支援体系に係る現状の課題 

○ 雇用施策と福祉施策とでは、制度の成り立ちや行政の仕組み、財源等の体

系が異なることから、運用がどうしても縦割りになりやすい。 

○ このため、これまでも連携を図ってきたものの、両者で十分な対応が出来

ていない部分や両者の支援内容に重複が見られる部分など、その体系の見直

しを含め、更なる連携が必要な部分があるのではないか。 

教育や医療などの関連施策や人材開発施策との連携においても、更なる対

応が必要な部分があるのではないか。 

○ また、就労支援においては、関係分野を含む複数の支援者による支援ネッ

トワークの構築が重要である。このため、各地域の支援機関においては、教

育などの関連施策や人材開発施策といった関係分野の施策も含め、それぞれ

の支援策がどのような形で組み合わさっているのか理解している必要があ

る。 

ただし、その実践に当たっては、 

・ 地域の就労支援機関がどのような支援を実施し、どのような成果を出し

ているかという情報を、障害者本人を含む関係者と十分に共有できていな

いという課題がある 

・ 雇用・福祉の双方の制度に精通した人材が少ないという課題がある 

・ 支援者としてどれだけ自分の枠の外に出て活動できるのか、それを組織

としてどこまで認めるかという課題がある 

との指摘があった。 

○ さらに、一般就労の実現に向けては、障害者本人への支援に加え、障害者

を雇い入れる企業への支援も重要である。多くの企業が障害者雇用に取り組

む中、キャリアアップへの対応や加齢等状況の変化に伴う対応を含め、その

雇用管理に不安を感じる企業も少なくないことから、企業の支援ニーズに応

えていくことも課題となっている。 

 

２．論点を踏まえた議論等の整理 

（１）障害者の就労支援体系に係る課題について 

≪雇用・福祉施策双方の課題について≫ 

（総論） 

 ○ 雇用施策と福祉施策とでは、制度の成り立ちや行政の仕組み、財源等の体

系が異なる中で、それぞれの目的の実現に向け、各施策が展開されている。

その中で、就労支援が、雇用施策と福祉施策の結び目となっている。 

○ このため、就労支援において、雇用・福祉施策双方の強みが最大限発揮さ

参考資料４－３ 

第３回障害者の就労支援体系の在り方に関する 
ワーキンググループ（令和３年２月 25 日）提出資料 
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れるよう、支障となっている課題があるとすれば、双方で解決の途を探って

いくことが求められる。 

 

（就労支援における基本的な考え方について） 

 ○ 障害者の就労支援については、雇用・福祉施策双方ともに、その支援を通

じ、障害者の、「生計の維持を図ること」、「能力の発揮の機会を確保するこ

と」、「社会経済活動への参加を実現すること」が主な方向性として挙げられ

る。 

○ 一方で、「両者の制度上の違いにより、支援の方向性、スタンスには大き

な隔たりがあり、雇用施策においては限られたサポートにより如何にして障

害者本人の自立や企業の取組を促していくかを考えていくが、福祉施策にお

いては、実施した支援に対して報酬が支払われる仕組みであり、支援をフェ

ードアウトしていくという視点で支援を行っていない」との指摘があった。 

○ また、雇用施策と福祉施策との関係において、就労支援体系の見直し等を

検討するに当たっては、 

・ 福祉の世界だけで完結して考えるのではなく、まずは障害者の一般就労

を実現するということに軸足を置いた議論を進めるべきではないか。福祉

的就労の充実により、むしろ一般就労の実現が遠くなるようなことはあっ

てはならないのではないか 

といった指摘がある一方で、 

・ 障害者にとって、「働く」選択肢として、福祉的就労といった一般就労

以外の働き方が存在していることも重要ではないか 

といった指摘もあった。 

○ 以上を踏まえつつ、本検討会の開催趣旨に照らせば、雇用・福祉施策双方

が共通認識としてもつべき、障害者の就労支援における基本的な考え方や支

援の方向性として、改めて、次のとおり、整理されるのではないか。 

・ 「障害のある人もない人も共に働く社会」を目指し、障害者本人のニー

ズを踏まえた上で、一般就労の実現に向けて、障害者本人も含めすべての

関係者が最大限努力すること 

また、この共通認識は、各種研修や高等教育機関での教育の機会などを通

じ、繰り返し伝えていくことが必要であるとの指摘があった。 

 ○ なお、最近の障害者雇用の現場をみると、一見して「雇用率という数字を

達成する」ことだけが目的となっているような取組も見受けられることか

ら、改めて、共生社会の実現という観点から、障害者雇用がどうあるべきか

を考える必要があるのではないかという指摘があった。 

 

（就労支援体系における基本事項について） 

○ 就労支援が必要な人に必要な支援が提供されるよう、雇用・福祉施策双方
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の支援体系において隙間がないかを精査する必要がある。例えば、「雇用施

策においては、公務部門に勤務する障害者については支援が不十分」、「福祉

施策においては自治体によって支援の利用の可否が異なる」、「特別支援学校

やハローワークから一般就労した者については、障害福祉サービスの就労定

着支援が利用できないことは、福祉と雇用の連携という視点から改善できる

部分ではないか」といった指摘があった。 

このように、働き方や場所等により、必要な支援が受けられない場合があ

ることについては、今後も具体的な事案を把握次第、雇用・福祉施策の連携

のもと、その改善を順次図っていく必要がある。 

○ また、就労支援ニーズが増大し、支援対象者が広がる中において、雇用施

策と福祉施策のシームレスな支援の展開を考えていくとき、両者の支援が併

存し合う部分も一部あるのではないか。例えば、後述する「一般就労中にお

ける就労継続支援の利用」のように、両者を明確に切り分けて、線引きする

のではなく、それぞれの強みを生かして補完し合っていくという視点も必要

ではないか。 

○ なお、今後の就労支援を検討していくに当たっては、障害者本人や障害者

を雇い入れる企業を中心に、その支援ニーズを丁寧に探っていく必要があり、

また、各企業に義務付けられている合理的配慮の提供との関係にも留意する

必要があるのではないか。 

 

（一般就労と就労継続支援との関係について） 

 ○ 現在、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）については、原則、一般就労中の利用

は想定していない。これは、就労継続支援が、直ちに一般就労が難しい者に

対して、一般就労に向けた訓練等を実施するという趣旨・目的の下で実施さ

れているからである。 

○ 一方で、障害者の多様な就労ニーズを考えたとき、「特に、短時間雇用に

ついては、企業において短時間勤務し、それ以外の時間については就労継続

支援の中で働くということも制度の中で改めて位置付けていくこともある

のではないか」といった指摘があった。 

○ このように、一般就労しつつ、就労継続支援を利用することについては、 

・ 就労継続支援が「通常の事業所で雇用されることが困難な障害者につい

て、必要な訓練を行う事業」となっていることとの整理が必要ではないか 

・ 一般就労中であることからも、まずは障害者本人の意向や企業のニーズ

を第一に考えるべき話であり、どのような場面を想定しているのか十分に

整理する必要があるのではないか 

といった指摘や 

・ 働き始めの一定期間において併用して利用することができれば就業を

支える生活面での手厚い支援として運用できるのではないか 
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・ 一般就労中の一時的な不調等への対応として、一定の期間を区切って就

労継続支援を併用することはあり得るのではないか 

といった指摘があった。 

○ また、雇用施策について、 

・ 雇用率の対象が週所定労働時間20時間以上の労働者となっているため、

それを下回る短時間労働については、雇用が進みにくい 

・ 企業に対するインセンティブとして、例えば、就労継続支援を併用する

ことで、結果として、従業員が週 20 時間未満の短時間雇用になった場合

でも、雇用率の対象に加えるといったこともあり得るのではないか 

といった指摘があった。 

○ これらの指摘も踏まえ、一般就労しつつ、就労継続支援を利用することに

ついて、改めてどのように考えるか。 

○ このほか、一般就労と障害福祉サービスとの関係で言えば、「就労移行支

援についても一般就労中に組み合わせてキャリアアップの支援として利用

できるようにすることも大きなポイントではないか」、「一般就労中に自立訓

練を組み合わせて支援している取組もある」との指摘があった。 

 

（定着支援の実態とその実施体制について） 

 ○ 就職後の定着支援については、就業面・生活面双方での支援が重要である

が、定着支援における就業面・生活面の支援とは、障害者本人と企業のニー

ズとしてそれぞれ具体的にどのようなものが求められているのか。 

 ○ なお、定着支援で求められる内容としては、大きく分けて、①生じている

具体的な課題への対応と②予防的な支援や不調の前兆となるシグナルの早

期把握が考えられるとの指摘があった。 

○ 定着支援については、現在、雇用・福祉施策双方が関わっている。就業面・

生活面における支援実態や支援内容を踏まえ、改めて定着支援における雇

用・福祉施策の役割分担についてどう考えるか。また、現在、一定の役割分

担のもと実施している定着支援の取組（ジョブコーチ支援や障害者就業・生

活支援センターでの定着支援、就労定着支援等）について、実態を踏まえて

改善すべきことはないか。 

○ 特に、障害者就業・生活支援センターでの定着支援と就労定着支援との関

係、役割分担について、「障害者就業・生活支援センターが就労定着支援を

実施できるように制度を見直すことも検討してもよいのではないか」との指

摘もあったが、どのように考えるか。 

○ 加えて、就労定着支援について、「利用できる就労定着支援事業所がなく、

障害福祉サービスから一般就労に移行した者の定着支援に苦慮している地

域も少なくない」、「特別支援学校が在校生の進路指導に力点を置くのは当た

り前であり、学校で卒業生の就職後のフォローアップが十分に出来ないので
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あれば、就労定着支援を利用できるようにしてはどうか」といった指摘があ

ったことについて、どう考えるか。 

○ また、生活面における関係者として、病院・診療所などの医療機関も想定

される。定着支援において、医療機関との連携が必要なときに、必要な連携

を確実に取れるようにするために課題があるとすれば、どのようなものか。 

○ さらに、特別支援学校等の卒業生に対する就職後の定着支援については、

学校との連携も必要である。地域によっては、独自の取組として、「卒業し

たら３年間は特別支援学校と障害者就業・生活支援センターが一緒に支援を

行い、３年間かけて障害者就業・生活支援センターの支援にスライドさせて

いく」といった取組を実践しているところもあるが、地域や学校ごとで連携・

活用できる社会資源等も異なることから、取組状況等にバラツキがあること

が想定される。雇用・福祉・教育の連携について、既に実践されている事例

も参考にしつつ、改めてどのような対応が考えられるか。 

 

（障害者就業・生活支援センターと地域の関係機関との連携について） 

○ 障害者就業・生活支援センターについては、障害者雇用促進法において「公

共職業安定所、地域障害者職業センター、社会福祉施設、医療施設、特別支

援学校その他の関係機関との連絡調整」を行うことを業務と規定しており、

地域における関係機関の連携の拠点、いわゆるハブ機能を持つ機関として位

置付けられているものである。 

○ 中小企業における障害者雇用に取り組んでいく必要がある中で、地域にお

いて就業面と生活面の一体的な支援を展開している障害者就業・生活支援セ

ンターについては、中小企業をはじめ関係機関からの期待も大きい。 

○ こうした中で、特に就労支援機関が少ない地域等においては、障害者就業・

生活支援センターについて、昨今、支援を直接実施する機関としての支援ニ

ーズが集中する傾向にある。 

○ 一方、就労支援においては、地域で関係分野を含む複数の関係機関による

支援ネットワークを構築した上で支援することが重要であるため、障害者就

業・生活支援センターへの支援ニーズについては、地域の支援ネットワーク

において対応していく方向で改めて整理していく必要があるのではないか。 

○ また、障害者就業・生活支援センターが地域における関係機関の連携の拠

点として機能していくために、課題となっていることがあるとすれば、それ

はどのようなことか。 

○ 障害者就業・生活支援センターでの定着支援と就労定着支援の関係につい

て、「障害者就業・生活支援センターが就労定着支援を実施できるとうに制

度を見直すことも検討してもよいのではないか」（再掲）、「就労定着支援の

今後の方向性にもよるが、障害者就業・生活支援センターを、就業に伴う生

活面での支援における基幹型として位置付けていくことも可能ではないか」
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との指摘もあったが、どのように考えるか。 

 

（情報発信・相互理解を促す情報共有について） 

○ 雇用・福祉施策の違いを含め支援内容が障害者本人を含む関係者に正しく

伝わり、理解されることも重要である。現在、雇用・福祉施策双方において

就労支援が様々用意されているものの、一見して複雑に見える部分もあると

の指摘があることから、現場目線で整理し、情報発信を図っていくことが重

要である。 

○ 実際、「障害者雇用の実績がある企業としても、どこまでが企業が取り組

むべきものであり、どこから支援機関による支援を受けられるのか、曖昧に

感じる部分もある」との指摘もあったことから、特に初めて障害者雇用に取

り組む企業等にとっては各支援内容について正確な理解を促すことが必要

である。 

 ○ また、雇用・福祉施策双方において、各支援対象者に対する個別の支援内

容について、本人の同意のもと、相互に共有することも重要である。福祉施

策においては、障害福祉サービスの利用に当たって「サービス等利用計画」

や「個別支援計画」が作成されることから、それらの内容を必要に応じて雇

用施策における支援機関や企業、医療機関などと共有することについて、各

地域で既に展開されている取組事例などを把握し、今後、その横展開に向け

た方策を考えていくことが必要である。 

○ さらに、教育分野との情報共有についても、例えば、「特別支援学校が卒

業生の進路先、余暇活動、地域での活動、医療にかかる情報等を個別の移行

支援計画として作成し、本人、家族、障害者就業・生活支援センター、進路

先の企業等と共有する」といった取組もあることから、このような既に実践

されている事例を参考にしつつ、必要に応じ、「個別の教育支援計画」の内

容などを相互に情報共有を図っていくことも重要である。 

○ これらの情報共有に当たっては、将来的には、ICT の活用等により、本人

や企業、支援機関等が、必要なときに必要な情報を容易に入手できるような

仕組みを構築することも考えられるのではないか。 

○ なお、共有する情報について、支援において発生した問題やその顛末など、

障害者本人にとって課題となった事項に係る内容についても、可能な限り、

企業を含む関係者間で共有することが必要なのではないかとの指摘があっ

た。 

 

（その他雇用・福祉施策の連携について） 

○ 通勤や職場等における支援については、令和２年 10 月から、雇用施策と

して障害者雇用納付金制度に基づく助成金の拡充を図るとともに、福祉施策

として「雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業」を創設し、
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両者が一体となった新たな取組を実施している。  

この取組については、利用実態を把握するとともに、好事例の収集・横展

開などにより、引き続きより使いやすいものになるように必要な取組を実施

していくことが求められる。 

○ その上で、今後も引き続き、新たな取組の実施状況を踏まえながら、通勤

や職場等における支援の在り方について検討を重ねていく必要がある。 

○ また、発達障害、視覚障害、聴覚障害、高次脳機能障害や難病など、個々

の障害特性に精通し、きめ細かな支援を実施する体制が十分ではないとの指

摘もある。これについて、例えば、障害当事者の団体等によるピアサポート

の活用も、ひとつの取組として想定されるが、これについてどう考えるか。

このほか、上記の指摘に対する取組として、どのようなことが考えられるか。 

 

 

≪雇用施策における課題について≫ 

（職業リハビリテーション機関について） 

○ 一般就労の実現に向けては、障害者本人への支援に加え、障害者を雇い入

れる企業への支援も重要である。雇用施策において、「特に知的・発達障害

分野における就労支援として、職場におけるコミュニケーションの支援の充

実」について指摘があったが、企業の支援ニーズにはその他にどのようなも

のがあるか。企業の支援ニーズに答えるためにハローワーク等の職業リハビ

リテーション機関にどのような支援が求められるか。 

○ 地域障害者職業センターについては、他の機関では対応が困難な事例へ

の対応に加え、就労移行支援事業所をはじめとする地域の就労支援機関にお

ける支援の質を高めるとともに支援人材を育成することを通じて、地域の支

援力向上を図っていくため、各支援機関に対する職業リハビリテーションに

関する助言・援助等に積極的に取り組んでいくことが求められる。 

 

（障害者雇用率制度・障害者雇用納付金制度について） 

 ○ 障害者雇用率制度の対象となる障害者については、現在、原則、障害者手

帳所持者となっているが、障害福祉サービスについては必ずしも手帳所持

が利用要件となっていないことや、生活困窮者等「働きづらさがある方」へ

の支援ニーズも高まる中で、その対象範囲を改めて検討する必要があるの

ではないかという指摘があった。 

 ○ また、いわゆる「みなし雇用（企業から就労継続支援事業所への仕事の発

注状況を雇用率制度で評価する仕組み）の導入」や「在宅就業支援団体制度

の見直し」についても指摘があった。特に、「みなし雇用」については、企

業が障害者を直接雇用することを放棄する懸念があるため、その導入に反

対する意見があった一方で、就労継続支援事業所の賃金・工賃の向上に資す
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る取組として重要であるため、その導入を視野に入れる必要はあるとの意

見があった。 

○ なお、障害者雇用納付金制度については、障害者雇用が伸展すればするほ

ど財政状況が逼迫する構造的課題を有しており、障害者雇用を後押しする必

要な制度や支援策等を十分確保できないといった状況もあり、現行の「納付

金を調整金・報奨金等へ充当する」という仕組みを見直す必要があるのでは

ないかとの指摘があった。 

 

 

≪福祉施策における課題ついて≫ 

（就労系障害福祉サービスについて） 

 ○ 就労移行支援や就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）について、「実態として、そ

れぞれの取組内容が重なっている部分がある」との指摘もある。このため、

上述した「一般就労と就労継続支援との関係」などの検討を踏まえつつ、各

支援の趣旨・役割などを改めて整理する必要があるのではないか。そのとき、

生活介護や自立訓練といった他の障害福祉サービスとの関係についてどう

考えるか。 

 ○ また、就労系障害福祉サービスが地域における就労支援を担う一員とし

て更に存在感を出していくためには、「各事業所における就労支援に係る専

門性の向上とともに、地域において各事業所が蓄積した支援ノウハウを共

有していくことが重要である」との指摘があったことから、それを後押しす

る取組を進めていくことが必要である。 

   加えて、就労継続支援においては、働きながら一般就労に向けた必要な訓

練等を行っているが、このような福祉施策の中にある「働く場」である就労

継続支援については、そこで働く障害者の賃金・工賃の向上も課題であり、

良質な仕事の創出や確保に向け、引き続き各事業所の創意工夫を促してい

く必要がある。 

 ○ なお、就労移行支援においては、「特に地方において事業所数が減少して

おり、空白地域が生まれている地域もあることから、地域において就労移行

支援事業所が果たしている一般就労への移行やアセスメントの機能を各地

域においてどう担保するかも課題である」との指摘があった。 

就労継続支援事業については、「賃金・工賃の向上は重要であるものの、

ある程度の水準以上の賃金等を実現している事業所においては、そもそも一

般就労への移行がもっと実現できるのはないか、一般就労への移行と賃金・

工賃の向上は基本的には対立するのではないか」といった指摘があった。 

 

（就労継続支援Ａ型について） 

 ○ 就労継続支援Ａ型については、福祉施策であるものの、障害者と雇用契約
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を締結し、働きながら、一般就労に向けた訓練等を実施するものである。こ

のため、雇用・福祉施策双方の下で事業展開しているものといえる。 

○ 一方、就労継続支援Ａ型については、「障害者に最低賃金を支払うだけの

事業経営が出来ていない」などの課題もある。制度創設当時と比べ、障害者

雇用が大きく進展していることからも、就労継続支援Ａ型が地域において果

たすべき役割やその性格について、再考する必要があるのではないか。 

○ 例えば、就労継続支援Ａ型の役割やその性格については、現行の「一般就

労の実現に向けた訓練を行う場」に加え、実態としては「就職困難性の高い

方が働く場」や「キャリアトランジションの場面などにおいて、（一般就労

との組み合わせも含め）一定期間働く場」といったものが考えられる。これ

らを一括りで取り扱うのではなく、その内容や機能に応じ、類型化するなど

の整理も必要ではないか。 

○ その上で、今後、就労継続支援Ａ型の進む方向性として、どのようなもの

が考えられるか。具体的には、「訓練の場」としての役割と「働く場」とし

ての役割との関係について、どう考えるか。なお、これについて、「就労継

続支援Ａ型については、一般就労を目指すような支援として展開するよりも、

一般就労直後の働き始めや、加齢等の影響により一般就労が難しくなってき

たときなどのキャリアトランジションの場面や休職者のリワークなどにお

いて、一定期間に利用できるようにする方が、障害者本人や企業のニーズが

高いのではないか」といった指摘もあった。 

○ また、就労継続支援Ａ型の検討に当たって、事業所で実施されている支援

とは具体的にどのようなものであり、就労継続支援Ａ型と特例子会社をはじ

めとする障害者雇用に積極的に取り組む一般企業それぞれにおいて想定さ

れる対象者について、どのように異なるのかを整理する必要があるのではな

いか。これについて、「特例子会社と就労継続支援Ａ型とでは、そこで行わ

れている支援は近いものがあるが、就労継続支援Ａ型は一般就労ではない。

就労継続支援Ａ型が一般就労の実現に向けた訓練を行う場であるとするの

であれば、そこに留まるような訓練・支援ではいけない」との指摘があった。 

 ○ なお、就労継続支援Ａ型については、「雇用の場」を管理するものでもあ

ることから「労働法規や制度の適用などに当たって疑義が生じる場面も少

なくない」との指摘があったほか、「就労継続支援Ａ型の利用には、障害者

本人の自己負担が発生する一方で、障害者職業能力開発校では障害者本人

に訓練手当が支給されることは、同じ一般就労に向けた支援であるにも関

わらず、統一感に欠ける」との指摘もあった。 

 

（就労継続支援Ｂ型について） 

 ○ 就労継続支援Ｂ型については、「依然として、工賃水準が低い事業所が多

く、障害年金と合わせても障害者本人が地域で自立した生活を実現するに
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は難しい状況にあることから、対策を充実していく必要がある」との指摘が

あった。一方、「工賃向上は重要であるものの、ある程度の水準以上の工賃

を実現している事業所においては、そもそも一般就労への移行がもっと実

現できるのはないか、一般就労への移行と工賃向上は基本的には対立する

のではないか」といった指摘もあった（再掲）。 

○ また、生産活動の実施による工賃の支払いは、生活介護などの他の障害福

祉サービスにおいても実施可能であるが、就労継続支援Ｂ型については、地

域における多様な就労・社会参加ニーズを受け止めている結果として、工賃

向上の取組に馴染まない利用者も増えている実態もある。 

○ このような中で、就労継続支援Ｂ型が地域における就労支援の一翼を引き

続き担うためには、地域において果たすべき役割やその性格について、今後、

どのようにあるべきと考えるか。 

 ○ なお、就労継続支援Ｂ型は、「雇用契約を締結していないために、労働関

係法令の適用が想定されないが、その一部適用を認めていくことやそれに

類する規制を導入していくことができないか」といった指摘があった。 

 

（２）新しい就労支援ニーズへの対応について 

≪短時間雇用への対応について≫ 

○ 障害者の多様な就労ニーズを考えたとき、「特に、短時間雇用については、

企業において短時間勤務し、それ以外の時間については就労継続支援事業の

中で働くということも制度の中で改めて位置付けていくこともあるのでは

ないか」といった指摘があった。（再掲） 

○ このように、一般就労しつつ、就労継続支援事業を利用することについて、 

・ 就労継続支援が「通常の事業所で雇用されることが困難な障害者につい

て、必要な訓練を行う事業」となっていることとの整理が必要ではないか 

・ 一般就労中であることからも、まずは障害者本人の意向や企業のニーズ

を第一に考えるべき話であり、どのような場面を想定しているのか十分に

整理する必要があるのではないか 

といった指摘や 

・ 一般就労中の一時的な不調等への対応として、一定の期間を区切って就

労継続支援を併用することはあり得るのではないか 

・ 働き始めの一定期間において併用して利用することができれば、就業を

支える生活面での手厚い支援として運用できるのではないか 

といった指摘があった。（再掲） 

○ また、雇用施策について、 

・ 雇用率の対象が週所定労働時間20時間以上の労働者となっているため、

それを下回る短時間労働については、雇用が進みにくい 

・ 企業に対するインセンティブとして、例えば、就労継続支援を併用する
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ことで、結果として、従業員が週 20 時間未満の短時間雇用になった場合

でも、雇用率の対象に加えるといったこともあり得るのではないか 

といった指摘があった。（再掲） 

○ これらの指摘も踏まえ、短時間雇用への対応について、改めてどのように

考えるか。 

 

≪キャリアトランジションへの対応について≫ 

（在職障害者のキャリアアップニーズへの対応について） 

○ 障害者本人たちは、毎日の業務を遂行していく中で着実に成長していくこ

とから、「企業として、そのような日々の成長を受け、障害のある社員のキ

ャリアアップについても対応を考えていかなくてはならない」との指摘があ

った。 

○ 障害のある社員のキャリアアップに対する取組としては、例えば、 

・ 対応可能な職務の幅を段階的に拡大していく支援 

・ 特定の職務において、より難易度の高い作業への対応力を身につけてい

く支援 

・ 管理職への登用 

・ 上記に係る職位制度や目標管理・評価制度の整備 

などが考えられる。 

○ これらの取組については、まずは各企業内において個々に取り組まれるも

のであるため、外部の就労支援機関が、通常の支援の延長として、どこまで

ニーズを踏まえた支援ができるかといった課題がある。 

○ 例えば、地域障害者職業センターにおいては、特例子会社等の障害者雇用・

人事担当者や社会保険労務士などの外部人材（障害者雇用管理サポーター）

と連携し、キャリアアップに対する取組への支援を実施することもあること

から、このような支援も参考にしながら、今後、支援の在り方について整理

する必要があるのではないか。 

○ また、障害のある社員のスキルアップ機会を提供する場としては、職業能

力開発校等の人材開発施策など既存の制度の活用も考えられるのではない

かといった指摘があったが、その活用を図るに当たり、何か課題があるとす

れば、どのようなことがあるか。 

○ なお、就職後のキャリアアップニーズへの対応は、「職場定着の問題と深

く関わっている」との指摘や、「就労移行支援についても一般就労中に組み

合わせてキャリアアップの支援として利用できるようにすることも大きな

ポイントではないか」（再掲）との指摘があった。 

 

（加齢等状況の変化に伴う対応について） 

○ 雇用の現場においては、障害のある社員について、加齢等の影響による体
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力の低下等により、企業の中で継続的に働き続けることが困難になる場合も

少なくない。そのような場面を想定したとき、本人の意向を尊重することを

第一に、可能な限り一般就労において働き続けることを支援する一方で、本

人の希望や状態等によっては就労継続支援といった福祉施策の利用に段階

的に移行するということも考えられる。 

○ このため、今後、「雇用から福祉」への移行を想定した連携体制や取組も

検討する必要がある。 

○ 例えば、就労継続支援Ａ型について、「キャリアトランジションの場面に

おいて一定期間に利用できるようにする方が、障害者本人や企業のニーズが

高いのではないか」との指摘があったが、就労継続支援Ａ型が地域において

果たすべき役割等を再考する中で、このように一般就労後の活躍の場として

福祉施策を活用することや、「週３日の一般就労」と「週２日の就労継続支

援」の併用を認め、緩やかに移行を進めていくことなども、本人の意向を尊

重することを第一に、柔軟に取り組んでいくことが考えられるのではないか。 

 

≪テレワーク等の働き方への対応について≫ 

○ ＩｏＴ、ＡＩ、ロボット等の技術革新に加え、新型コロナウイルス感染症

への対応として、今まで以上に、企業においてオンラインでの採用活動の導

入やテレワーク実施が進んでいくことが予想される。こうした取組は、障害

者就労の可能性を更に広げるものである。 

○ 一方で、就労支援の現場に目を向けると、通勤を想定した通所・対面での

支援を基本としている部分やＩＣＴの活用が十分にできていない部分も少

なくない。障害者の多様な働き方を実現していく観点からは、障害者本人の

希望や障害特性も踏まえつつ、障害者雇用におけるテレワークの推進を図っ

ていくことに加え、就労移行支援事業所等地域の就労支援機関でのテレワー

クによる在宅就労も想定した支援の推進を図ることが必要ではないか。 

 ○ また、これらの推進に当たって、課題となっていることや必要な支援策が

あるとすれば、どのようなことか。 

 

（３）他分野との連携について 

≪教育分野との連携について≫ 

 ○ 特別支援学校等における長年の取組の成果により、その卒業生の一般就

労への就職が着実に伸びてきている。一般就労への進路を希望する生徒に

対して、その希望を尊重し、実現を後押しすることは、特別支援学校のみな

らず、関係する支援機関においても重要なことである。一方、支援機関にお

ける支援も以前と比べて多様化していること等を踏まえると、例えば、卒業

後、直ちに一般就労することのみならず、支援機関における一定期間の支援

のもとに更にスキルを身につけてから一般就労を実現するという選択肢も
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一般的なこととして考えられるのではないか。 

支援機関においては、生徒の意欲や希望を踏まえつつも、卒業時という一

時点だけではなく、中長期的な視点をもって必要な支援を提案、検討してい

くことも必要ではないか。また、その前提として、雇用施策と福祉施策との

連携（一般就労への移行）が確実に図られていることが必要である。 

○ 特別支援学校等の卒業生に対する就職後の定着支援において、学校との

連携も重要である。地域によっては、独自の取組として、「卒業したら３年

間は特別支援学校と障害者就業・生活支援センターが一緒に支援を行い、３

年間かけて障害者就業・生活支援センターの支援にスライドさせていく」と

いった取組を実践しているところもあるが、地域や学校ごとで連携・活用で

きる社会資源等も異なることから、取組状況等にバラツキがあることが想定

される。雇用・福祉・教育の連携について、既に実践されている事例も参考

にしつつ、改めてどのような対応が考えられるか。（再掲） 

 ○ 雇用・福祉施策と教育分野における情報共有について、例えば、「特別支

援学校が卒業生の進路先、余暇活動、地域での活動、医療にかかる情報等を

個別の移行支援計画として作成し、本人、家族、障害者就業・生活支援セン

ター、進路先の企業等と共有する」といった取組もあることから、このよう

な既に実践されている事例を参考にしつつ、「個別の教育支援計画」の内容

などを相互に情報共有を図っていくことが必要である。（再掲） 

○ 特別支援学校における進路選択・就職支援に当たっては、生徒本人に加え、

保護者等の一般就労に対する理解と協力も重要であるが、特別支援学校の生

徒の保護者等に対する取組として、どのようなことが行われており、またど

のようなことが必要であると考えるか。例えば、一般就労の実現に当たって

は、早い段階で、障害者本人や保護者等が「働く」ことのイメージを明確に

持つことが重要であるとの指摘があるが、これに対する取組として、どのよ

うなことが行われており、また課題があるとすればどのようなことがあるの

か。 

○ また、高等学校においても、「知的障害や発達障害の疑いのある生徒など、

特別な配慮や支援を要する生徒も年々増えてきている」という指摘もあるこ

とから、特別支援学校との連携に加え、そのような高等学校生徒の進路選択・

就職支援に当たっても、教育分野と雇用・福祉施策との連携が必要ではある。 

一方、特別支援学校における取組と比較すると、連携の枠組みが必ずしも

構築されていないことも考慮すると、改めて高等学校との連携について、具

体的にはどのような方策が考えられるか。 

 ○ さらに、大学においても、発達障害等によりコミュニケーション能力に困

難を抱える学生に対するキャリア教育や支援が課題となっており、キャリ

アセンタースタッフを対象に就労支援のノウハウを提供し、広めていくこ

とも必要である指摘があった。このほか、大学との連携について、具体的に
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どのようなニーズがあり、どのような方策が考えられるか。 

 

≪医療分野との連携について≫ 

○ 障害者就労を円滑に進めていくためには、支援開始前から就職が実現した

後も、障害特性に応じ、様々な段階において病院・診療所など医療機関との

連携が必要になることが少なくない。 

○ 医療機関との連携が必要なときに、必要な連携を確実に取れるようにする

ために課題があるとすれば、どのようなものか。 

 

≪障害年金について≫ 

○ 障害年金制度については、働く障害者にとっても所得保障として重要な機

能を果たしている実態にあるといった指摘があった。 

 

≪その他≫ 

 ○ 障害者の就労支援体系を検討していくに当たっては、生活困窮者自立支

援制度といった隣接する施策との連携や関係整理も併せて考えていく必要

があるのではないかとの指摘があった。 

 ○ 例えば、現在、一部の障害者就業・生活支援センターにおいては、生活困

窮者等のうち障害が窺われる者の就労促進と職場定着に向け、生活困窮者

自立支援制度における就労支援施策や生活保護受給者に対する就労支援施

策と連携して支援等を行う就業支援担当者（生活困窮者等支援担当者）を配

置しているほか、就労移行支援等障害福祉サービスにおいても、利用者の支

援に支障がない範囲で生活困窮者の支援に支援員等を活用することが可能

となっている。 

 ○ 今後、生活困窮者等「働きづらさがある方」への支援ニーズも高まる中で、

どのような支援を提供するかについては、いずれにしても、本人の意向を中

心に適切なアセスメントの中で個々に判断していくことが必要である。 

 

以上 


